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エグゼクティブサマリー

本報告書は、国立研究開発法人 科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター（CRDS）が令和3年
11月13日に開催した科学技術未来戦略ワークショップ（WS）「次世代通信技術の高度化に向けた無線・光
融合基盤技術」に関するものである。

近年、高度なデジタル社会の実現に向け、フィジカル空間とサイバー空間をつなぐ高速・大容量・低遅延・
多接続・低消費電力・セキュアな次世代の通信技術が期待されている。これまでの通話やメールなどの個人
の利用だけでなく、工場、農業、サービスなどの産業面での利用、災害時での接続確保など社会インフラ・
基盤としての役割も重要になってきている。特に、IoTを活用した様々なサービスの提供が期待されるモバイ
ルエッジコンピューティングなどでは、応用やサービスに適した様々な形態のネットワークの構築が重要にな
る。移動無線通信は5Gのサービスが始まることで高速・大容量化が進み光通信との差が小さくなってきてお
り、今後は無線通信技術と光通信技術のそれぞれの特長・利点を活かしたネットワーク構築に向けた技術開
発やシステム設計が必要になる。このため、Beyond 5G/6Gに向けた研究開発が世界的に活発になっている。
一方、これまで無線通信の高速・大容量化は数百MHz～数GHzの周波数の電波を用いて、主に通信方式
の高度化により行われてきたが、今後はさらなる高速・大容量化に向けてテラヘルツ波（THz波）といった
未踏の周波数領域の利用が重要になると考えられる。 THz波はこれまで使われてきた電波と光の間の周波数
領域であり、高効率・低消費電力の発振・増幅・検出デバイス・回路、空気による減衰の影響を低減する指
向性アンテナなど様々な技術的課題があり、これまでの無線通信と光通信、エレクトロニクスとフォトニクス
の知見や技術の活用や新たな原理・発想による技術（無線・光融合基盤技術）の創出が不可欠である。

本ワークショップは、無線・光融合基盤技術に関わる研究開発戦略策定を目的に開催した。ここでは、無
線・光融合基盤技術として今後取り組むべき重要な研究開発課題や、それを実施する研究開発の体制・仕組
みなどに関するCRDSの仮説（骨子案）を提示し、将来の社会像とそこでの次世代通信技術に対する応用面
からの要求と期待、技術展望とコンソーシアムとしての取組、挑戦的な無線・光融合基盤技術の研究開発な
どについての話題提供を基に、総合討論で我が国が取り組むべき研究領域や、効果的な研究体制、異分野連
携・産学連携、人材育成などについて議論した。

CRDSの仮説として、①技術競争力の強化の観点では、光および無線に関するこれまでの技術蓄積を活か
し、各々の技術の長期的な戦略と無線・光融合基盤技術に関する具体的な研究開発課題の設定が必要であり、
高価な高周波測定・評価装置の共用施設、デバイス・モジュールの作製が可能なエコシステムの整備、長期
的なファンディングが必要なこと、②産業競争力の強化の観点では、次世代通信システムだけでなく、コン
ピュータネットワーク、レーダー、センサなどへの応用も考慮し、デバイス・モジュールの高性能化、小型化、
低消費電力化、低価格化の研究開発を行うとともに、デバイス・回路などの革新技術創出とその特許化で先
行し、国際標準化活動経験のある大学教員、国内企業・コンソーシアムや関係府省と連携した国際標準化活
動が必要なこと、③国際的に日本の存在感を示すという観点では、無線・光融合基盤技術を主軸に、無線、光、
材料、デバイス、回路などの異分野の研究者・技術者が集まる新たなコミュニティを形成し、新たな学術領
域研究を活性化していくことが効果的なこと、を示した。

話題提供では、①無線・光融合が拓く次世代通信技術に対する要求と期待に関して、「無線・光融合が拓
く次世代通信技術への要求」、「バーティカルサービス×次世代通信×日本」、「遠隔医療・手術ロボットから
の次世代通信技術に対する期待」、②次世代通信の技術展望とそこに向けた既存のコンソーシアムの取組に関
して、「6Gの進化の方向性」、「Beyond5Gに向けた研究開発」、③次世代通信技術に向けた挑戦的な無線・
光融合基盤技術の研究開発に関して、「THzシステムに向けたデバイス・回路技術」、「Massive MIMOの
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限界とブレークスルー技術」、「THzメタサーフェス技術」、「無線・光融合に向けた異種材料集積光回路技術」、
「高周波材料特性評価技術」が紹介された。

総合討論では、CRDSの骨子案や話題提供の発表と質疑、事前アンケート結果を踏まえ、システムの視点
から取り組むべき研究開発課題、研究開発の推進方法・体制、コミュニティ形成と人材育成に関して議論を
行い、以下のような方向性が示された。
(1)システムの視点で重要になる要素技術の研究課題

• 新原理に基づく高効率・低消費電力の光電変換デバイス
• ビームフォーミングを含めたアンテナ技術、高効率光電変換等の技術、異種材料接合技術、材料・機能

の集積化技術
• ネットワーク機器の正確な時刻合わせのための原子時計などによる高精度時刻同期技術

(2) デバイスや材料の研究課題
• 量産性・再現性・コストも含めて高出力・高効率な高周波用化合物半導体デバイス
• テラヘルツ帯の材料特性評価技術、低損失の導電体材料・誘電体材料、誘電体導波路

(3) 異分野の研究者を連携させる仕組み・研究体制
• テラヘルツ領域の個々の要素技術をシステムでの利用に向けて繋いでいく仕組み
• 研究開発した先進的な素子や装置をコンペやイベントで他の研究・開発グループ等に実際に使用してもら

い、関係者を広げていく仕組み
• 国の研究機関をベースとした高周波計測装置、デバイス試作装置・設備の共用化と長期的に維持してい

くための仕組み作り、および各大学における個々の装置のレベルの底上げ
(4) アカデミアと産業界との連携、コミュニティ形成、国際標準化活動、海外連携

• 学会などでの企業が直面している通信システムの様々な問題点・ニーズの産学での共有と、これらの課
題への連携した取り組み

• 国などの公的資金を使ったアカデミアと産業界の接続
• 次世代通信技術のシナリオの国内外のステークホルダーとの共有

(5) CRDSの仮説、人材育成などに関する意見
• 大きなビジョンを描いた上で、アカデミアと企業を集めるシナリオ・ストーリー、およびそのビジョンを

実現する研究開発の実施が重要
• 次世代通信の研究開発には音頭をとる人（オーケストレーター）とともにダイバーシティが重要であり、

多様な人材を巻き込んだ取り組みが必要

ワークショップでの議論を踏まえ、CRDSでは今後国として重点的に推進すべき研究領域、具体的な研究
開発課題を検討し、研究開発の推進方法も含めて戦略プロポーザルを策定し、関係府省や関連する産業界・
学界等へ提案する予定である。
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1	 ワークショップの開催趣旨と骨子案の説明

曽根	純一、馬場	寿夫（JST–CRDS）

はじめに今回のワークショップを企画した背景について簡単に説明する。サイバー世界と我々が生活する物
理的な世界との融合に向けて、社会は確実に進みつつあると認識しているが、そこで重要になってくるのがそ
れらを接続する通信の技術である。無線通信の5Gが実用化されて、現在はポスト5Gの議論がなされている
が、そこでは周波数帯としてサブテラヘルツ、さらにはテラヘルツの可能性すら議論されている。まさに通信
容量で無線が光の領域に挑戦し迫りつつあると認識している。そこでは、光と無線、すなわちフォトニクスと
エレクトロニクスの技術が融合する新しい世界が待っているように思う。ポスト5Gに向かっては、既に総務
省や経済産業省のプロジェクトが動きつつあるが、このフォトニクスとエレクトロニクス融合の新しい可能性
追求に向けては、人材育成も含めて学の世界、アカデミアの世界も積極的に関与すべきではないだろうか。
次世代の通信技術開発については、文部科学省やその関連機関も加わって府省連携で取り組むべき大きな
テーマだと考え、このワークショップを企画した。

CRDSでは調査・検討チームをつくって、多くの有識者へのインタビューを実施してきた。これから検討結
果として、どのような技術課題に取り組むべきか、またそれをどのような研究体制で実行すべきなのか、我々
の仮説を提示する。まだ考えの至らぬところも多いと思われるので、ポスト5Gの世界を牽引しておられる先
生方に我々の仮説に対する意見をいただくとともに、この分野の研究開発はいかにあるべきか、現状は海外
に対して決して優位に立っているとは言えないが、この分野の研究開発で日本が存在感を高めていくにはどう
したらよいか、徹底的に議論したい。

図1–1　　　次世代通信技術による新たな社会的価値の創造と考慮すべき事柄
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今回の活動の背景とCRDSでの検討状況について簡単に紹介する。次世代の通信技術は世界中で注目され
ており、無線については5Gが開始され、Beyond 5Gや6Gの議論が始まっている。このような次世代通信技
術は図1–1に示すように暮らしや健康・医療、モビリティ、産業といった広い分野に使われていく技術である。
また、安心・安全な社会、インクルーシブな社会、サステイナブルな社会の実現に向けた活用が期待される。
このように期待される面もあるが、一方では気になる側面もある。例えば、通信障害が起こったときに医療ミ
スや自動車事故につながった場合に責任の所在をどうするかといったことか考えられ、通信技術だけを考える
のではなく、応用や社会まで含めて広く議論することが必要な領域だと思っている。

日本ではSociety5.0の実現が期待されており、その中では図1–2に示すようにクラウドからエッジまでを多
様な通信形態でうまく結びつけていくことが重要になる。今回の調査は、赤い破線で囲った部分で主に無線
通信と光通信を連携させるようなところを中心に行った。最近の動向としては、クラウドでのコンピューティン
グだけでなくエッジに近いところでのコンピューティング（モバイルエッジコンピューティング）といったとこ
ろも注目されるようになってきているので、このような領域も含めて、どのような技術開発が必要になっていく
のかを明らかにしていきたいと考えている。

無線通信の代表である移動通信システムの進化の歴史を振り返ると、1980年代の第１世代からほぼ10年
毎に世代が変わり、今は第５世代となって通信容量は飛躍的に伸びている状況である。この先もこの傾向が
続くことが期待されているが、そんなに簡単に技術が進むのか疑問なところもある。また、無線通信が個人の
利用から公共サービス、ビジネス利用、社会基盤としての役割といったところも非常に重要になってきている
ので、これらも含めて新しい技術については考えていかなければいけない。

図1–2　　　Society	5.0実現に向けた情報処理システム
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現在の状況と将来の方向性について我々の認識を図1–3にまとめており、現在は転換期を迎えているので
はないかと考えている。グラフの横軸は利用する無線の周波数、縦軸は通信容量などの総合性能を取っている。
第４世代までは、１GHz周辺の周波数を使って無線方式の高度化により性能向上を図ってきた。それに対し、
第５世代からは周波数領域を大きく拡張していこうという流れが出てきた。次の第６世代やさらに先の第７世
代となれば、テラヘルツ（THz）領域まで拡張されると思われる。このため、今後は周波数の有効利用効率
向上と未踏の高周波領域の利用といったところが必須になってくるので、まさに今が転換期にあると我々は捉
えている。例えば、今までは無指向性のアンテナが主であったが、今後は大気中での減衰の大きいミリ波やテ
ラヘルツ波を必要なところだけ効率的に届けるビーム制御といった技術も重要になり、このような変化に対応
する様々な新しい技術が必要になってくると考えている。

国内外の動向についてはBeyond 5G/6Gに関する様々な白書の中でも述べられているが、アメリカ、ヨー
ロッパ、中国、日本、それぞれでテラヘルツに至る高周波領域の技術開発や、光と電気のハイブリッド技術に
関する研究開発が進められている。このような状況の中で、日本としても研究開発でリードし産業としても世
界の競争に勝っていく必要があるので、10年先に実用化する技術だけでなく、もう少し先を見越して、新た
な技術を創出する長期的な研究戦略を立てていく必要があると考えている。

日本においてもすでに総務省・NICTや経済産業省・NEDOでBeyond 5G／6Gやポスト5G関係のプロジェ
クトがデバイス、回路、集積・実装、ソフト、システムといった技術レイヤーで進められているが、これだけ
では十分ではないという思いがある。そこで、我々なりに次世代通信に関わる技術としてどのような技術が必
要になっているかを俯瞰的にまとめたものが図1–4である。

図1–3　　　転換点を迎えた次世代無線通信技術
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この図では、下の方に材料、デバイス、回路、実装といった技術レイヤーがあり、上の方にソフト、アクセ
ス方式、技術的要求、サービスの要求、応用領域をまとめて示している。これまでの調査を基に検討した結果、
今回は下の方の赤色で記載したようなハードウェアに関わる部分を中心に提言したいと考えている。もちろん、
上の技術レイヤーを知らないで下の部分だけを議論しても役に立たないということもあるので、調査としては
この図全体に関わる様々な有識者（30名以上）にインタビューを行っており、有識者の意見・コメントを参
考に、ハードウェア関係としてやるべき事柄をまとめているところである。

日本で行われているプロジェクトを簡単にマッピングしてみると、総務省・NICTのプロジェクトは主に上位
レイヤーにあり、大凡5年から10年先の実用化を見越したプロジェクトが進んでいる。また、経済産業省・
NEDOでもポスト5Gのプロジェクトが進められており、下のレイヤーのハードウェア関係も部分的に入って
いるが、全てをカバーしているわけではなく、また研究ターゲットとしてはやはり5年から10年の実用化を目
指したものと思われる。このような状況から、これらのプロジェクトでカバーされていない長期的な視点で取
り組むべき領域があると思われ、そのような長期的視点での研究開発に関して主に提言していきたいと考えて
いる。

我が国の問題点を簡単にまとめると次のようになる。１つは次世代の無線通信技術の研究開発が少し遅れ
ていること、もう一つは5G対応の遅れなどで通信関係の産業が弱体化していることがある。さらに、通信関
係のコミュニティでの人材不足、連携不足や、国際的な存在感が低下しつつある。これらを問題点と捉えて
おり、これらに対して解決策を示していく必要があると思っている。

図1–4　　　次世代通信技術の範囲
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最近では無線通信の通信速度・通信容量が光通信の性能に近くなってきている。また、エレクトロニクスと
フォトニクスといった技術分野の融合（光電融合技術）が進みつつある。先の述べた未踏の周波数領域はま
さに光通信とこれまでの無線通信で使っていたものとの中間に存在する領域であり、図1–5に示すように、こ
れまでの両者の知見をうまく活用して無線・光融合の基盤技術を創出することが重要になる。このような基盤
技術を活用して、光通信による次世代の基幹の通信網、あるいは次世代の無線通信網の構築を進めていく必
要がある。また、同じ基盤技術が使えると考えられるコンピュータネットワーク、あるいはレーダーやセンシ
ングの動向も見据えて基盤技術を研究開発していくことが必要である。図1–5に示した「利用形態の融合」
については、無線通信と光通信のそれぞれの特長を活かした一体的な活用が今後重要になってくると思われる。
無線は使いやすさといった点で非常に優れており、光は高速性の面ではまだ長けているので、そういった両者
の良さを活かした様々なシステムが構築されると思われる。また、両者をうまく活用するための技術も必要に
なる。エレクトロニクスとフォトニクスの「技術の融合」については、様々な先端デバイス（トランジスタ）の
開発、メタサーフェスといった新たな材料の利用、方向性を制御するフェイズドアレーアンテナ、新たな誘電
体導波路などが重要になると考えている。また、これらを一体的に集積していく技術も重要になると考えてい
る。

このような研究開発課題を簡単にまとめたものを以下に示す。

• 未踏の周波数領域の利用に向けて
　無線・光融合による、高精度なアンテナ指向性の制御、無線通信エリアの確保のためのメタサーフェ
スなどによる電波の反射・透過・集束の制御、高効率な発振・受信・変調デバイス・回路、高周波用
低損失基板材料・構造、高精度な高周波材料特性評価手法、 AIによるビーム形状・スキャン設計など

• 飛躍的な周波数利用効率向上に向けて
　　多重アンテナ制御（MIMOなど）、超多重化（OAMなど）
• 高速化・低消費電力化・高信頼化・低コスト化に向けて

　光デバイス、ベースバンドのデジタル回路、高周波アナログ回路、アンテナなどの異なる材料・デバイ
スを一体化するハイブリッド集積化およびモジュール化技術

図1–5　　　無線・光融合への流れと新たな基盤技術の創出
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未踏の周波数領域の利用に関する様々な技術、飛躍的な周波数利用の向上に対する技術が必要である。さ
らには基盤技術として通信だけではなく他の応用分野にも活用していくという視点から、高速化・低消費電力
化・高信頼化・低コスト化に関する技術が不可欠であり、様々な材料・デバイスを一体化するハイブリッド集
積化やモジュール化技術が重要になると考えている。

このような研究開発を進める推進方法の案を図1–6に示す。この図の中央部に上記の研究開発課題がある
が、このような課題に取り組むには大学などのアカデミアが持っている新しい技術、革新的な技術を活用して
いく必要がある。さらに、ハードウェアの研究開発を進める上ではデバイス試作やそれらの測定・評価などが
重要であるが、高周波の測定装置が非常に高価といったことや、デバイス試作のプロセスラインが大学にはな
いといった問題があり、共用の装置を利用できる施設をつくることや、デバイス試作のエコシステムをつくって
いくことが重要である。国の研究機関などにも既存の共用施設があるので、それらとの連携も含めて考える必
要がある。

また、新しい技術に挑戦するためにはアカデミアの貢献が重要になってくるので、従来の光通信や無線通信
だけでなく、材料やデバイスなど異分野の人たちも入ってこられるような新しいコミュニティをつくっていく必
要がある。人材育成という意味でもこのようなコミュニティの活動が重要になってくると考えている。

通信の技術分野は技術開発だけではなく国際標準化活動が非常に重要であり、これに対しても日本から必
須特許として新しい技術を提案していく体制を考える必要がある。そのためには、社会とのつながりも含めて
次世代通信に対する議論の場を設けることが重要であろう。ここでは、Beyond 5Gのコンソーシアム、
IOWN、O–RANなどの人たちも含めて議論していく必要があると考えている。また、総務省・NICTや経済
産業省・NEDOのプロジェクトなどとの連携も重要になると思っている。このように広い範囲での連携を図り
ながら体制づくりをやっていく必要があると考えている。

次に、検討中の仮説を図1–7に示す。ここでは、技術競争力の強化の観点、産業競争力の強化、日本の存
在感といった3つの視点から記載している。先に述べたような研究開発や研究の推進方法・体制を実行する
ことによって、日本の技術力が向上し、産業競争力の強化にも貢献するとともに、学術的にも日本の存在感を

図1–6　　　研究開発の推進方法

6 CRDS-FY2021-WR-07CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

科学技術未来戦略ワークショップ報告書　　次世代通信技術の高度化に向けた無線・光融合基盤技術

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の

開
催
趣
旨
と

骨
子
案
の
説
明

1



世界に示していけるのではないかと考えている。

図1–7　　　検討中の仮説
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2	 無線・光融合が拓く次世代通信技術に	 	
対する要求と期待

2.1	無線・光融合が拓く次世代通信技術への要求

寳迫	巌（NICT）

NICTでは今年４月にBeyond 5G研究開発推進ユニットをつくり、Beyond 5Gの研究開発の推進をやろ
うと新しい部署ができている。 その部署ができる前に、Beyond 5G、6Gのホワイトペーパーを出したが、こ
の議論を始めたのは2019年7月からであり１年半程度かかった。ちょうどCOVID–19の影響でオンライン会
議が増えていったときであり、オンラインが良かったのかどうかは分からないが、最大150人程度が入って議
論できる環境になり、面白く議論を進めたことを記憶している。 

社会のビジョンといったところからの話をという依頼だったので、まずはその方向で話をする。未来社会で
は、趣旨説明の中にもあったように持続可能性、レジリエント、包摂性が重要である。それらを含めるストー
リーを一般の人にも分かりやすく解説するために、ホワイトペーパーの中では「サイバネティック・アバター
社会」、「月面都市」、「時空を超えて」という名前の３つのシナリオを作っている。このようなシナリオを考え
た上で、シナリオの中から現在にバックキャストしたときに、どのような要素技術が必要なのかを考えた。ちょ
うどCOVID–19が蔓延している頃であり、新規感染症の件も重要だとして取り上げた。地球温暖化によって
シベリアの永久凍土が解凍されると、そこから様々なウイルスが出てきて蔓延するのではないかとも言われて
おり、決してこれが最後ではない。また、日本では超高齢化社会が進んでいくので、労働人口の減少や高齢
者介護というところで社会経済活動へ非常に大きなインパクトがある。それを解決するには、Society5.0で
謳われているようにサイバーとフィジカルの融合が重要であり、それを支えるものとしてBeyond 5G/6Gと
いった通信技術の基盤技術があるという位置づけになっている。

シナリオに書かれている未来社会からバックキャストして要素技術までの議論をしたのが、私どものホワイ
トペーパーであるが、要素技術の細部まで議論しきれていないところもあり、これらについての議論が重要に
なってきている状況だと思う。今回は要素技術の部分を深掘りする会議だと思うので、そこの議論ができれば
よいと思う。 

ホワイトペーパーに書いた要素技術を分けると、図2–1–1に示すように、T1からT7まである。 NICTはデ
バイスそのものよりは若干上のレイヤーのところから攻めているところがあり、必ずしもデバイスのことだけで
はないが、この中でもデバイスからやらなければいけないことも多くあるので、そこの議論が進むことに期待
したい。
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シナリオ「サイバネティック・アバター社会（Cybernetic Avatar Society）」は、リアルもしくは仮想空
間の中にあって、アバターに乗り移るような形で１人の人が様々なところで活動ができる社会であり、ユース
ケースに示したようなことができると期待している。

「月面都市」は、近い将来に人類の活動が見込めるところとして月面を設定し、そこで活動を行っていくと
きに、地球とつなげるためにどのような技術が必要になるかを議論して深掘りしていくために書いたシナリオ
である。月面には多くの人が住めるわけではないので、アバターロボットのようなものがいて、それを地球上
からコントロールするために、どのような遅延を克服する技術が必要なのか議論してきた。 
「時空を超えて」は、基本的には地球上でこれまで２次元あるいは平面的に地表に広がってきたネットワー

クを３次元に拡張していくというシナリオである。空飛ぶ車やドローンのようなものがたくさん飛びまわってい
る時にどんな技術が必要なのか議論した。それらがぶつからないように高精度な位置情報サービスを導入し
なければいけないといったことや、リソースの管理も非常に重要だろうといった意見が出された。

その中のユースケースということで、オムニクラウド・ゲートウェイというものが出た。今までのクラウドサー
ビスは、どこかにクラウドがあってそれに接続して使うというものであるが、これはユーザーの周りにクラウド・
ゲートウェイがあり、そのリソースをうまく使ってやることでスケーラブルになる、というものである。 そのリ
ソースは、通信のリソース、計算機のリソース、エネルギーのリソースであったりするが、身近にある使える
ものから使っていくという考え方であり、今後、重要になっていくと考えられる。 

図2–1–2にNICTが考えるBeyond 5Gのビジョンを示している。サイバーフィジカルシステムの中のフィジ
カル空間（ハードウェア側）はNICTの研究が進んでいるので、NICTがやっている要素技術を書き込んである。
サイバー空間では、サービスのネットワークスライスはどのようにつくっていくのかという議論がなされ、それ
を同時にコントロールするサイバーフィジカル制御プレーンの導入が必須であることも提案された。

図2–1–1　　　シナリオに書かれた未来社会からバックキャスト
（令和3年3月NICT「Beyond 5G/6G White Paper」）
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さらに、その上の「イネーブラー」と書かれている部分が重要であり、フィジカルとサイバーをまたいでア
プリケーションを実行する基盤的なサービスや基盤機能を見える形で分かりやすく作っていく必要がある。こ
れらを組み合わせて一番上のレイヤーのアプリケーションを実現していくといった階層構造がある。そのよう
なアプリケーションを通じて、一番上にあるSDGsやSociety5.0などを実現していく形だと思っている。

図2–1–3　　　Beyond	5G/6Gに向けたテクノロジービジョン

図2–1–2　　　Beyond	5G/6G時代に解決すべき社会課題とBeyond	5Gの機能構成の概要
					～サイバー空間とフィジカル空間を統合するB5G/6Gの全体像～

（令和3年3月NICT 「Beyond 5G/6G White Paper」）
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図2–1–3に Beyond 5G/6Gに向けたテクノロジービジョンを示す。感染症が今後もある中では、サイバー
フィジカルシステムが重要であり、NICTの基盤技術として、テラヘルツ、時空間同期、電波エミュレータ、ネッ
トワークのホワイトボックス化・可視化、ネットワークスライシング、ネットワークの拡張、超高速光ネットワー
クの拡充が掲げられている。 テラヘルツは高い周波数をうまく利用して大容量化に利用したい。光ネットワー
クの高速化・大容量化のところは、サイバーの基盤になるハードウェア部分なので、しっかりとつくっていくこ
とが重要になる。サイバーとリアルをきちんと繋いでいくコアになる部分であり、この充実を図らないと先ほど
の未来社会は実現できない。この性能は可能な限り高くするほうがよいが、エネルギーの制限とどのように両
立させるかが重要になってくる。ネットワークの拡張は、３次元的に拡張し海洋や宇宙までも含めてどうやっ
て繋げていくのかということである。これまでもこのようなところにネットワークがなかったわけではないので、
そのようなネットワークとどのように整合を取って繋げていくか、特にプロトコルやデータベースのリソース管
理などが共通になっていないと繋がらないので、そこをどうするのかをまず議論すべきである。そこから翻っ
て、どのようなデバイスが要るのかという話に繋がってくると思う。

図2–1–4に従来のネットワークと将来のネットワークの構成を示す。ネットワークのホワイトボックス化がど
んどん進んでいる。図の左側が従来のネットワークを示しており、それぞれ異なる機能を持った機械を寄せ集
めてきてシステムをつくっている。これに対し、ホワイトボックス化したものの中では、機能というものをホワ
イトボックスに対して与えることによってネットワークが構成されることになる。このホワイトボックス化のとこ
ろで重要な機能がきちんとできるように、ソフトウェアの開発も非常に重要である。このホワイトボックス自身
を日本が握れるのかといったところが今後議論になってくると思う。

我々は時空間同期と呼んでいるが、ネットワークの中の同時刻性を格段に上げていく必要がある。同時刻
性を格段に上げることによって、例えば身近にあるアンテナというリソースを共有し同調させて上り回線の高
速化ができ、GPSがなくてもロケーションサービスを精密にでき、遅延の多いところでもあたかも画像をシン
クロしているようにでき、ロボットをシンクロさせるようなこともできるのではないだろうか。その基となる非
常に小さな原子時計を開発して、ネットワークの至るところに配置していくといったことが議論されていた。今
後、分散型時刻管理ネットワークのようなものが出てくると、原子時計が携帯電話などにも入って、これを稠

図2–1–4　　　従来のネットワークと将来のネットワークの構成
（令和3年8月31日「デジタル変革時代の電波政策懇談会　報告書」より引用改変）
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密に使っていくことが重要になってくる。 
光ネットワークのところではマルチコアファイバーを用いた大容量通信技術が開発されているが、その中で

も図2–1–5に示すように受信素子として多素子の受光素子を使った技術を開発している。マルチコアのマルチ
モードファイバーをある種の散乱体と見なして、実は無線で行われているMIMOのようなことをやっており、
このような通信技術の開発が進んでいるところが面白い。

シリコンCMOSの性能を上げようとしているDARPAのプロジェクトがある。シリコンデバイスのデジタル
性能は微細化によって向上しているが、アナログ性能は40nm世代あたりで頭打ちになっているため、それを
さらに高度化しようとしている。それにより、ADコンバータの精度向上、オシレーターの品質向上、フェーズ
ノイズ（位相雑音）の低減につなげ、多くのビームを扱えるようにしようとしている。ミックスドシグナルICの
進展に対してインパクトのある重要なプログラムとして注目している。 また、このスライドは2016年ぐらいに
我々がNICTの中で議論していたものであるが、エレクトロニクスの限界が見えてきたときに、エレクトロニク
スの限界を克服するために物理系としてコヒーレントな原子・光系を考え、それを集積化していく技術が今後
重要になるのではないかと考えて検討を行ったものである。

現在はBeyond 5Gのビジョンに基づいてコンソーシアムができ、コンソーシアムと連携してBeyond 5Gの
研究開発促進事業が行われている。NICTには全体で500億円の補助金が出て、委託研究の助成やテストベッ
ド環境の提供などが行われている。 図2–1–6に Beyond 5G研究開発促進事業の課題分布図を示すが、
NICTの自主研究に加えて、機能実現型プログラム、国際共同研究型プログラム、シーズ創出型プログラムと
いったプログラムが行われ、現在の状況として採択件数の総計は44件になっている。 その分布をレイヤー別
に描くと下位レイヤーのところに集まっているが、これには理由がある。大体4年間のプログラムであるが、
後半の2年は総務省の電波利用に移してやらざるを得ないという財源的な仕切りがあり、無線通信やその周
辺にまとまることが起こっている。上位レイヤーが抜けているのが今後の課題であり、今後埋めていけるもの
と思っている。

図2–1–5　　　光コヒーレント伝送方式のための新しい受信方式
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サービスのテストベッドやプラットフォームについても準備を進めているが、昨年度の補正予算で装置を購
入して整備しているところであり、実際に供用できるのはもう少し先になる。

標準化のプロセスはすでに始まっているので、それについていかなければいけないため、NICTでもITU周
りのフューチャートレンドやビジョンのリコメンデーションのところに入力すべく準備をしている。

どこに勝ち筋があるのかということについては、NICT内部でディスカッションしている。日本の強み、
NICTの強みを分析した上で、どこまで行けるのか考えることが重要だと思う。いかにEMS（電子機器の受
託製造）などに作ってもらえるデバイスをつくるかがデバイスレイヤーでは重要だと思う。光デバイスは強いと
言われているが本当に戦えるのかといったことも議論になる。また、ホワイトボックスが重要だと述べたが、
これ以上のレイヤーは諦めるのか、どうやって入っていくのか、どういう方策が必要なのかといった作戦をみ
んなで考えなければいけないと思う。今は全く入り込めていないサービスレイヤーをどうするのかも考えるこ
とが重要だと思っている。

【質疑応答】
Q	：	Beyond 5G、6Gで今までになかった欲しいものは何か、あれば教えてほしい。また、光とワイヤレス

の融合について、どのような形で２つが接点を持っていくかという点についてコメントをもらいたい。
A	：	重要なのは、移動通信のネットワークだけではなく、コアネットワークやWi–Fi、衛星のネットワーク

などヘテロジーニアスなネットワークの相互作用につなげていくかである。それらをつなげるに当たっ
て、特殊な装置が必要なのか、ソフトウェア的、システム的に開発できるのか（多分ソフトウェア的に
解決していくと思う）、そこを早めに認識して、丸く収めるような方式などを提案することが重要だ。そ
の流れで光と無線の融合の話も出てきていると思っている。卑近な例では、家の中でWi–Fiを使い、
外では5Gを使うときに、途切れてしまうところをうまくつなげていくことをBeyond 5G/6Gでやってい
くことが重要と思う。

C	：	ヘテロジーニアスということでは、光無線もそうだと思うが、それにより出てくる新たな利便性、機能
性が重要だと理解した。

Q	：	ミックスドシグナルやベースバンドについて今回は取り上げていないが、この辺の重要性や課題は何か、

図2–1–6　　　Beyond	5G研究開発促進事業の課題分布図
（令和3年11月18日情報通信審議会　情報通信技術分科会　技術戦略委員会（第28回）資料28–2徳田オブザーバー資料より引用）
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日本としてはどうしたらよいのか意見を伺いたい。
A	：	NICTでのディスカッションでも、どこの筋を突けばよいかなど様々な意見があり、意見を言い合うこ

とがまずは大切だと思う。それぞれのレイヤーごとにも勝ち方があり、日本の強みもそれぞれにあると
思うので、まずはそこを明らかにしないといけない。 NICTは情報通信技術の全部をやると宣言してい
るが、そのような議論を日本全体として一気通貫でできるような場所がなかった。例えば、今回のワー
クショップを契機にJSTでやってもらうと非常に面白いと思う。

Q	：	原子時計のクロックを使うとマルチビームを出しやすくなるという話があったが、私の理解だとジッター
とフェーズノイズとは違う概念である。フェーズノイズはローカル発振器を共通化しておくとある程度
抑えられ、ビームフォーミングのマルチビーム化とはあまり関係ないように思う。 NICTの中で原子ク
ロックはどういう位置づけなのか。 

A	：	デバイス的には、テラヘルツのマルチビームぐらいであれば、恐らく従来の方式を強化した範囲ででき
ると思う。しかし、原子クロックを入れることで、フェーズノイズを下げることができてビームをしっか
りコントロールできる。さらにデバイスとして手元に乗るようになると様々な利点があるということで、
検討を進めている。

Q	：	我が国の方向性だけでなく海外を見ながら予算獲得をしていると思うが、我が国の予算は圧倒的に少
ない。お金がない中で選択と集中をどうするのか。

A	：	お金が少ないのは確かだが、Beyond 5G促進事業の500億円というのは世界の中でも大きい方だと
思っている。この中で、特に機能実現型一般課題プログラムは、自由に提案されたものの中から選択
していく形になっており、様々な種を拾って国際競争的にも面白い方向性を出していけると思っている。
それらが活用されることによって、今後さらに広がっていくと思っている。 

Q	：	標準化と日本が勝っていくという話は非常に難しいと思う。税金を使ったプロジェクトでは「日本のた
め」という話になるが、世界中の皆がハッピーになるように持っていくと、結果として日本の産業が儲
かると思う。これについてどう思うか。

A	：	皆がハッピーになる方向に日本が頑張れば、最終的に日本も含めて皆がハッピーになるというのが最
善のやり方だと思う。しかし、そこにどれだけ日本の税金を投入して、その見返りはどうなるのかを厳
しく問われると難しい。最後の結果として答えるしかないという政策決定者の覚悟が必要ではないかと
思っている。

C	：	標準化技術は一番底の技術であり、最終的に実用化する技術なので、ある意味では枯れた技術でよく、
そこにあまり注力し過ぎるといけないと思う。研究開発という意味ではフロントエンドの技術を追いつ
つ、最後に誰かが標準化に入れていくという作業が必要だと思う。
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2.2	バーティカルサービス×次世代通信×日本

森川	博之　（東京大学）

今後は、制約がない世界がつくられていく。ケーブルの制約、通信接続の制約、端末の制約、場所の制約、
物質・空間の制約がなくなる。これは、見えないものが見えるようになる「見える化」、あるいは余分なもの
を取り除く「見える化」が、全ての産業セグメントで起こるということである。その上で、将来的にはデジタ
ルもデザインと絡んでいくような世界ができていく。

では、我々は何をすればよいのか。国の関係では、例えばBeyond5G推進コンソーシアム、Beyond5G
新経営戦略センター、経産省のポスト5Gや半導体デジタル産業戦略会議、デジタルインフラ整備の会議、総
務省も産業政策に取り組むということで総合政策委員会、JEITAのコンソーシアムなど様々なところで考えな
くてはならない。どう変わっていくのかがポイントであり、そのために国家プロジェクトがどうあるべきなのか
を議論したい。

主観的な話ではあるが、基礎研究とそれ以外の研究とは明確に分けるべきだと思っている。何が当たるか
分からないので、基礎研究は広く薄く投資をしていくことが重要である。一方、新たな市場を発掘したり新た
なエコシステムをつくり上げたりして事業につなげていくような研究は、圧倒的に顧客価値に深入りしていか
なければならない。さもなければ、「やっこー」（人工知能系で使われる言葉で、「やってみたら、こうなった」
という意味）の研究ばかりになってしまう。これは社会実装等に近くなればなるほど多くなる。

議論を喚起するために問題提起をする。一つの問題はファーストカスタマーがいないということである。「ア
ンカーテナンシー（Anchor tenancy）」という言葉がある。これは宇宙分野で行われている政策で、スペー
スＸはこのアンカーテナンシー契約でやっている。調達先があるかないかはとても重要で、アメリカの場合に
は軍がファーストカスタマーになることもあるし、政府が調達することもある。これがないと、どんなによいテ
クノロジーがあっても、起業あるいはスタートアップが産業にまで行きつかない。このハードルが大きい。もち
ろん世の中には顧客価値に深入りしていない研究もあるが、制度的なものや調達先も考えないといけない。

コミュニティや場のつくり方も課題である。例えばものづくり系では、アメリカの地方大学にきちんとした集
まる場を作っている。そのような集まる場のつくり方を学ばないといけない。 DARPA（Defense Advanced 
Research Projects Agency）のロボティクスチャレンジやスペクトラムチャレンジ、NIST（National 
Institute of Standards and Technology）のTE（Transactive Energy）チャレンジなどは、非常にうま
くデザインされている。例えばロボティクスチャレンジは、ハードだけではなくソフトウェアも重要なので、ハー
ドウェアはボストンダイナミクス１社に作らせ、それをソフトウェアの人たちに使わせた。5G系で言えば、
5G–ACIA（The 5G Alliance for Connected Industries and Automation）や5G–AA（5G 
Automotive Association）というコミュニティが産業界では出来上がっているし、ビッグデータ系で言えば
Kaggle、ITUのAI/ML in 5G Challengeなどがあり、コミュニティや場のつくり方に対しての一工夫やひと
ひねりが諸外国にはある。

図2–2–1はストークスの４象限を拡張した図である。一番右側が産業につながるのであるが、なかなか右
側に行かない。これがなぜかというところを関係者と徹底的に議論している。
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ストークスはこれらをボーア型、パスツール型、エジソン型と言っているが、この「用途追及」のところで
軍がファーストカスタマーになって、軍でやりながら一番右の民生用につなげていくというのが分かりやすい
成功例である。それに対して日本の場合は残念ながらそこがないので、工夫しないと真ん中のところで止まっ
てしまう。どうすればよいのか議論したいところではあるが、私は人材の多様性が重要ではないかと思ってい
る。左側は研究者、技術者であり、右側に行くとカスタマーサクセス人材、プロデューサー人材、あるいはカ
タリスト人材と呼ばれる人材であり、そのような人たちをもっと入れていかないといけない。

図2–2–2は、R&Dの人たちが言っている言葉とマーケティングの人たちが言っている言葉はこんなに違う、
同じ言葉だけれども言っていることが全然違うということを示している。このように様々な人たちが入り込まな
いと一番右側の産業化には行かないのではないだろうか。テクノロジーはあくまでもツールなので、産業化を
本当に考えるなら、それらを組み合わせて価値をつくる人たちを巻き込むことが必要である。

図2–2–2　　　異なる言葉

図2–2–1　　　研究開発のタイプ
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絵で描くと図2–2–3のようになる。これはテトリスというゲームであるが、このモジュールをクルクル回転さ
せる人が必要である。すばらしい研究者は１つのモジュールを作る。これをクルクル回転させてはめると他の
モジュールとぴったり合う。回転させてはめる人が日本には圧倒的に足りない、あるいはそういう人たちの
キャリアパスがない。URA（University Research Administrator）などもやられているが、プロフェッサー
の下請けのようになっていてインセンティブもない。個人的には、大学や研究所の「長」がつくような人たち
は研究者以外の人がよいのではないかと思っている。スタンフォード大でもセンター長はPhDでもない人が
やっている。その分野とは全く関係ない30代の人がセンター長をやっていて、50代、60代の偉い先生がプ
ロフェッサーとして所属している。そういうことを意図的にやってもよいのではないだろうか。

Googleのカスタマーサクセスチームのリーダーだった人はそのブログにおいて、カスタマーサクセスチー
ムの人材としては技術に疎い人を採用すると明言している。このような多様性がとても重要だと思っている。
世の中では多様性、ダイバーシティ、インクルージョンなどと言われている。純粋な基礎研究であれば必要な
いであろうが、コミュニティをつくっていく場合には、研究開発の中でも多様性を考えていかなければならない。

標準化では、研究開発戦略、知財／標準化戦略、事業戦略を三位一体でやらないと「何のためにやってい
るのか？」ということに必ずなる。5G絡みで徹底的にヒアリングをしているが、ここが外資系企業と日本企業
で大きく違うところである。これも隣の芝生が青く見えているのかもしれないが、海外の企業はこの三位一体
がうまく、テクノロジーに加えて、事業開発の人も参加してプロジェクトチームをつくって議論している。事業
がなかったら何のために標準化するのかということになってしまう。そのためにとにかく議論する、様々な人
が交わって議論するのが重要だと思っている。

図2–2–3　　　共想と共創とオープン
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日本のこれからの通信での強みは、ユーザー企業の裾野の広さである。１兆円クラスの企業が膨大にあっ
て、その下に膨大な中堅中小企業があるというのは生かしていきたい。

今回のワークショップは6Gあるいは7Gという先の話であるが、実はそこで勝つためには5.5Gを頑張らな
いといけない。5.5Gを頑張らないと6Gは駄目になる。5.5Gのような少し先のところにも投資をして存在感
を発揮しておかなければ、延長線上の6Gでも勝てない。

【質疑応答】
Q ： なぜ日本で「テトリスを回す」という人材が活躍できないのか。大学で言えば、評価のやり方もあると

思うが、URAがより活躍できるためにはどうすればよいのか。 
A ： 大学の先生が偉過ぎるという問題がある。諸外国に比べて日本では偉過ぎる感じがする。 JSTで新し

いプログラムを作る際に、「長」とつく人に大学の先生や研究室の人ではない人を持ってくると雰囲気
が変わるのではないか。そのようなことを深く考えていくと、人材の流動性というところも重要になる。

Q ： 5.5Ｇで存在感を発揮するためにやるべきこと、大事なところはどこにあるか。
A ： 日本の特徴はミリ波である。もちろん、それ以外にもあると思うが、ミリ波である程度のカバーエリア

が実現できると、それは素晴らしい。
Q ： オープンイノベーション機構では、経営をやっていた人をクリエイティブマネジャーにして研究を推進し

ているが、それでもどの大学も大変苦労している。その理由の１つが、やはり先生が強過ぎてなかなか
機構の運営に協力してもらえないケースも多々見られる。雰囲気を変えて、目標ドリブンにしていくに
はどうすればよいのか。

A ： 事業開発などをやろうとしたときに一番大切なのは、インセンティブ設計だと思う。インセンティブ設
計ができる人がうまくビジネスをつくっていく。インセンティブ設計ができれば、大学の先生の協力も
得られる。インセンティブ設計ができる人材が重要である。

C ： 技術を知らない人を上に持ってくることがうまくいかない理由は、上に来た方が何か変えようとして大
学の先生とコンフリクトが起きるケースがほとんどだと思う。

C ： 突き詰めていくと、「信頼、共感、利他」に尽きる。皆さんが信頼し合って、共感できて、利他であれ
ばうまくいく。こういったところの教育が必要であろう。

図2–2–4　　　三位一体
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Q ： 新技術の社会展開には、社会の受容性の問題があると思う。アメリカなどでは取りあえずやってみて、
それが今あるルールと少しずれていても許す。例えばWi–Fiなどはガベージバンドと言われるところか
ら始まって、適当にライセンスフリーでやっていたところからスタートしている。日本やヨーロッパでそ
れをやろうとすると、問題になる。そういう考え方はどうすれば変えていけるのか。

A ： うまく国がサポートしてくれるような分野であれば、国をうまく使うべきだと思う。岩盤規制は撤廃で
きないかもしれないが、国の人たちもそんなに固くはないので、ガイドラインなどをうまく調整してもら
える場合も多くある。産業界には国をうまく使うという意識が重要だと思う。

C ： 2000年の初めぐらいに「イノベーションズ」という本が出て、その副題に「What customers want」
とあった。それがイノベーションだということで、企業から大学に移ってこれを教えようと15年間やっ
てきた。しかし、このようなことに共感してくれる大学の先生は日本では1%もいない。ところが、海
外では教授自らがcustomers wantを探し、それがうまくいっている先生が10％近くもいる。そういう
人材を大学に入れていかなければいけない。まさにそういう人たちのインセンティブ設計をしないとい
けない。

C ： 企業あるいは外の人たちの気持ちが分かる、相手が何を言っているかが分かる、というところに大学
の先生が行くと少し変わるのではないか。そのためには人材流動性が必要であり、企業出身の先生が
いたり、先生が一旦大学から企業に行って企業を経験してみたりというところから始まると、共感や信
頼が生まれ、変化が起きるのではないか。

C ： 研究開発と事業計画と知財戦略との整合性の話があった。それぞれにプロの人材が必要であるが、一
番重要なのはその３つをつなぐ人たち、つまりファシリテーターやコーディネーターという人たちの役
割をもっと認めて、その人たちに一定の権限とインセンティブを供与すると何か変わっていくのではな
いだろうか。

C ： つなぐ人材というのがインセンティブを設計できる人である。こういう人材は、実は世の中にはたくさ
んいるのだが、研究や技術とは少し遠いところにいるのが残念な点である。
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2.3	遠隔医療・手術ロボットからの次世代通信技術に対する期待

菅野	貴皓（リバーフィールド）

リバーフィールド社は、手術ロボットの研究を長年続けていた東工大発ベンチャーである。まずは、我々が
開発している手術ロボットの試作機を紹介したい。すでに量産機に近いバージョンができており、2022年5
月頃に薬事申請して、2023年には発売できるところまで来ている。手術ロボットの構成としては、他社製品
ではコックピットと呼ばれているサージョンコンソールと手術をするロボット本体であるペイシェントカートか
らなる。ペイシェントカート本体には、鉗子を操作するためのアームが左手用と右手用の２本、内視鏡カメラ
を持って動かすためのロボットアームが１本あり、合計3本のアーム構成となっている。サージョンコンソール
の前に、執刀医が座って、ロボットを動かすための指示をロボットに送り、その操作指令に応じてロボットが
動くという仕組みになっている（図2–3–1）。このような方式はマスター・スレーブ方式と呼ばれ、執刀医が
手元のコンソール（マスター）で手を動かすと、手のハンドコントローラーが執刀医の手の動きを計測して、
その計測した手の動きに従って、患者の体内に挿入された鉗子等の様々な手術器具（スレーブ）の先端が医
師の手と全く同じような動きをするように遠隔操作される。従来の腹腔鏡手術や開腹手術に比べて、フィル
ターをかけることができるので手ぶれしない。また、従来の手術器具では、腹に突っ込む手術器具として真っ
直ぐな棒状の器具しか使えないという操作の制約があったが、我々のロボットの手先には手首関節がついて
いて腹の中で手術器具の先端を自由自在に曲げることができるので、従来の腹腔鏡手術よりもスムーズに手
術ができる。我々の手術ロボットには、以上のようなメリットがある。

図2–3–1　　　リバーフィールド手術ロボット試作機
（左：サージョンコンソール、右：ペイシェントカート）
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現在、手術支援ロボットとしては、米国インテュイティブ・サージカル社が開発した内視鏡手術支援ロボッ
ト「ダ・ヴィンチ」や日本のメディカロイド社の手術支援ロボット「hinotori」等が製品化されている。それ
らの製品が電動モーターを採用しているのに対して、我々のロボットは、空気圧駆動を採用していることが一
番の特徴である（図2–3–2）。空気圧駆動を電動モーターと比較すると、空気圧アクチュエーターは中が空洞
なので小型・軽量化でき、しかも軽いのにハイパワーであるというメリットがある。空気圧駆動は位置決めが
難しく、リバーフィールドと東工大で空気圧サーボの研究を続け、バルブや制御理論の最適な組み合わせによ
り結果実用化が可能になっている。ロボットの根元側の関節については、慣性の影響を強く受けるため現状で
は空気圧の採用が難しく、電動モーターを採用している。空気圧と電動をうまく組み合わせることで、空気圧
の軽さ・柔らかさと電動モーターの精密動作を両立させている。サージョンコンソールには、他社にはない独
自の機能として、力覚フィードバック機能を搭載している。これは臓器をつかんだときの力を空気圧で測定し
て、そのつかんだ力をサージョンコンソールのハンドコントローラーについているモーターを使って操作者に
提示する機能である。つまり、遠隔で執刀医が臓器をつかむと、そのつかんだ力が執刀医に触覚として返って
くるので、あたかも自分自身の手で臓器をダイレクトにつまんでいるかのような感覚を得ながら手術をすること
ができる。以上が、我々のロボットの特徴である。

ここから本題の遠隔手術の話に移る。遠隔手術に関するプロジェクトには、図2–3–3に示すように２つのパ
ターンがある。１つ目のプロジェクトは、我々が取り組んでいるような「手術ロボットを通信網を介して遠隔
操作する」方法を採用するプロジェクトである。離れた所（例えば、地方の病院等、医師不足に悩んでいる
ような所）にいる患者をエキスパートの執刀医が遠隔手術をするやり方である。患者の近くには、ロボットに
何かあったときに緊急対応ができる（簡単な手術手技ができる）スキルを持った助手がいて、遠隔地にいる
エキスパートの医師（あるいは忙しくて田舎の病院に出張できない医師）をサポートする。これが、遠隔手術
プロジェクトの概要である。もう一つのプロジェクトは、「遠隔手術支援（指導）」プロジェクトである。前述
の遠隔手術プロジェクトと違って、従来の（ネットワークを介さない）ロボット手術、あるいはロボットを使
わずに従来の腹腔鏡手術や開腹手術を行うものであるが、手術の際には、遠隔地にいる指導者が内視鏡カメ
ラの映像等を見ながら、絵や音声を使って執刀医に直接指示をすることで、若手の執刀医を遠隔で教育（手
術指導）するコンセプトである。

図2–3–2　　　リバーフィールド手術ロボットの特徴
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遠隔手術の基礎研究はかなり昔から行われている。2001年9月にリンドバーグ手術と呼ばれている世界初
の遠隔手術実験が行われた（J. Marescaux et al., Nature Vol. 413, p. 379–380, 2001.）。米国ニューヨー
クの外科医チームが、大西洋を越え6000 km以上離れた仏ストラスブールにいる患者の胆嚢を摘出した有名
な遠隔手術（ATM通信 / 10 Mbps / 遅延155 ms）である。その後、2003年にカナダでは、大規模な臨
床実験として、400 km以上離れた病院の22名の患者さんに対して遠隔手術（IP / VPN / 15 Mbps / 遅延
135–140 ms）が行われた。また、国内でもかなり昔から動物を使った研究が進められており、国内で有名
なものでは、九大・橋爪誠教授や東大・光石衛教授のグループが中心になって2006年～2008年に行われ
た日本–タイ遠隔手術実験（ブタの腹腔鏡下胆嚢摘出手術）の事例（専用回線 JGNII / 10.3 Mbps：制御
遅延6.5 ms / 映像系遅延435 ms）等が報告されている。

もともと遠隔手術を先導していたのはアメリカ国防高等研究計画局（DARPA）である。戦場で兵士が怪我
をしたときに外科医が安全な所から手術をする目的で、90年代に実証実験が行われている。結局実用化され
ることはなかったが、DARPAからスピンアウトしたインテュイティブ・サージカル社により内視鏡手術支援ロ
ボット「ダ・ヴィンチ」が開発され、ネットワーク越しの遠隔機能を手術室の中で操作をするというものであ
るが、かなり有効性が高いということで、今では世界で4,000台程度導入されている状況である。

我々が関わっているのは、2020年度から立ち上がったAMED「高度遠隔医療ネットワーク研究事業」と
いう日本外科学会が統括するプロジェクト（研究開発課題名：手術支援ロボットを用いた遠隔手術のガイドラ
イン策定に向けた実証研究）である。このプロジェクトの研究チーム編成はかなり大規模であり、九州大学・
弘前大学・北海道大学の医学部の外科医師が中心になっている研究グループと、その下に我 リ々バーフィール
ド社と、国産第１号手術ロボットを造られたメディカロイド社、通信回線を提供するNTT東日本、遠隔で映
像を伝送するシステム等の開発を行っているソリトンシステムズ社が参画している。

遠隔手術の実現に向けた国内の動向を図2–3–4に示す。遠隔手術の実用化を推進したい医師からの熱意あ
る働きかけが功を奏し、厚労省の検討会で遠隔手術を解禁する方針が決まった。その後、国からトップダウ
ンで遠隔手術に関するプロジェクト研究として2020年にAMEDの公募が始まり、本格的に研究がスタートし
ている。

図2–3–3　　　遠隔手術に関する２系統のプロジェクト
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我々は、まず疑似遠隔環境として、ネットワークシミュレーターを使って定量的に通信の遅延がどれくらい
影響を与えるのか評価した後に、実際に遠隔でつないで手術をするという実証実験を何度か行っている（図
2–3–5）。本プロジェクトのゴールは、2022年3月に遠隔手術のガイドラインを策定することである。このガ
イドラインの策定が無事にできると、企業は遠隔手術を製品に積んでもよいことになる。一方、このプロジェ
クトとは別に動いているのが、NTTドコモと東京女子医科大学が中心になって進めている「モバイルSCOT」
というものである。これは前述した２番目の遠隔手術支援プロジェクトの方になるが、トラックの中にスマー
ト治療室（SCOT：Smart Cyber Operating Theater）があり、そこで執刀医が手術するのを戦略デスク
というものを通じて遠隔地にいるエキスパート医師が指示したり、手術戦略を立てたりする。このようなコン
セプトが公開されて、2021年に入って様々な実証実験が始まっている。また、メディカロイド社はAMEDの
プロジェクトだけではなく、独自に5Gを使って手術ロボットを遠隔操作する実証実験も実施している。

以下で我々の実証実験とその結果を簡単に紹介する。遠隔手術において、どの程度の遅延が許容されるか

図2–3–4　　　遠隔手術の実現に向けた国内の動向

図2–3–5　　　疑似遠隔環境での遅延評価実験
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を、サージョンコンソールとペイシェントカートをネットワークシミュレーターを挟んでつなぎ、人工的に遅延
をつくって実証実験を行い、定量的に評価している。鉗子を使ってペグを移動させる簡単なタスクをやっても
らった結果、通信の遅延が長くなるほどタスクを完了するための所要時間が延びるという結果が出ている。ま
た、「遅延0 msの初心者」と「遅延100 msのエキスパート」が同程度のパフォーマンスが得られ、遅延
100 ms以内では遠隔手術をエキスパートが行った方が有効であることが分かった。その後、弘前大学附属
病院から直線距離で150 km程度離れているむつ総合病院を結んで遠隔手術の実証実験を行った。むつ総合
病院がある青森県むつ市は陸の孤島と呼ばれており、車で４時間以上かかる離れた所である。このような都
道府県の中で閉じた遠隔手術は有効に使えるのではないかと医師からコメントを頂いている。

NTTから帯域保証されたギャランティ回線と、普通のベストエフォート回線を使って実験を行った。いずれ
の回線も青森県で通信がかなり空いているということで、ギャランティ回線で2 ms、ベストエフォート回線で
8 msという超短遅延を実現している。その結果、回線速度が変わっても、あまり手術タスクに影響はなかっ
たという結果が得られた。

遠隔手術の環境として、図2–3–6に示すように、通信の遅延が10 ms以内に抑えられているので、映像処
理の遅延のほうが支配的になっているのが現状である。今回ソリトンシステムズ社の超短遅延エンコーダ（5G
対応の超短遅延ライブ中継機Zao–SH）を使うことで、50～70 ms（トータルで見ると100 ms）程度に遅
延が抑えられている。従来の映像処理システムでは1フレーム分のデータが揃ってから次の処理を行うために、
圧縮して送ってデコードすることをフレーム単位でやっていたので、かなり遅延が出ていた。しかし、この超
短遅延エンコーダを使うと、１フレーム分のデータが揃うのを待たず細分化された画像単位ごとに逐次処理す
るので、かなり遅延を抑えることができている。

図2–3–6　　　遠隔手術環境における遅延（=	通信遅延	+	制御遅延	+	映像系遅延）
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図2–3–7および図2–3–8に遠隔手術に及ぼす通信遅延の影響を示す。全ての遅延は操作者の操作感に影
響することを考えれば、数十msよりさらに低遅延化して、より執刀医が滑らかに手術できるようにする必要
があると考えている。また、映像遅延は問題ないが、通信自体の遅延があるとロボットの性能や安定性にも
影響してくる。力覚フィードバックがなければ問題ないが、力覚フィードバックがある手術ロボットにおいては、
ネットワーク越しに制御の閉ループが存在するので、遅延が長くなればなるほど力覚フィードバックの感度を
下げるか、あるいはロボットの位置制御のゲインを下げて、ロボットの位置決め精度を犠牲にするという対策
が必要になってくる（図2–3–7）。

本プロジェクトの実証実験は青森県の光回線の環境が非常に良い所で行ったので、遅延は少なかった。し
かし、無線通信を導入する場合や東京等で行う場合には、遅延やジッタ（遅延時間のゆらぎ）が増大する可
能性があり、ジッタの軽減がかなり重要になってくる。ジッタがあるとロボットにバッファを設けて、パケット
の入れ替わり等があったものを受信側で時系列順に並べ直す必要が出てくる。そうすると、バッファをジッタ

図2–3–7　　　遠隔手術に及ぼす通信遅延の影響（その1）

図2–3–8　　　遠隔手術に及ぼす通信遅延の影響（その２）
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の最悪値に合わせて設計しなくてはならないので、ジッタの影響はロボットの性能にかなり影響を及ぼすこと
になる（図2–3–8）。

以上をまとめると、次世代の通信技術に対しては、遅延の平均だけではなくジッタも軽減できる技術が必要
である。将来的には4K・8K映像に対応し、かつ地方の病院でも採算が取れる帯域保証回線が重要になる。
また、安全性を保障するために無線やクラウドの様々な技術が必要になる。例えば、無線で遠隔手術をしよ
うとすると、妨害電波を飛ばすような物理的なサイバー攻撃が可能なので、そのような攻撃に対応できる技術
が必要になる。

【質疑応答】
Q ： 力覚のフィードバックで遅延等があると問題になるとのことだったが、具体的には、力覚は100 ms以

内であればよいのか、それともさらに短い遅延が必要なのか。
A ： 力覚フィードバックの安定性は、主に通信の遅延のところで効いている。力覚情報は映像と違ってほぼ

リアルタイムで飛ばすことができるので、実質的には通信遅延だけで決まってくる。我 リ々バーフィール
ド社で調べたところ、20 ms以内ではロボットの動作に支障は出ていない。今後、よりシャープな力覚
フィードバックを返すために、さらに遅延を小さくしたいと考えている。10 ms程度であれは問題ない
と思うが、やはりジッタを軽減するところが大事になってくる。私は博士課程まで通信の遅延に対して
力覚フィードバックする制御系の研究をしていたが、遅延が長くなれば力覚を弱めるかロボットの動作
性能を落とすしかないと思う。

Q ： 力覚を弱めないといけないとすると、やはり手術の危険度が上がってしまう可能性もある。その意味で
は、通信の性能はできるだけ高いほうがよいのではないか。

A ： その通りであり、力覚フィードバックの点からは通信自体の性能を上げていきたいと考えている。ただ
し、現状のダ・ヴィンチなどは力覚機能がなくてもほとんど事故もなく手術ができているので、医師か
らは映像系の遅延を減らしたいという要望が多いのが現状である。エンジニアとしては、やはり力覚を
究めたいところではある。

Q ： 紹介された新しい超短遅延エンコーダ（5G対応の超短遅延ライブ中継機Zao–SH）では、画像処理
の遅延はどの程度あるのか。

A ： 50～70 ms程度である。
Q ： 遅延をもっと縮められるとよいと思うが可能なものか。
A ： 従来のエンコーダを使うと、100 ms、200 ms程度の遅れが出てしまう。これでもかなり縮められて

いる方ではあるが、さらに縮めたいという現場の要望がある。究極的には、超高速回線を使って非圧
縮で伝送するのが一番よいと思う。

Q ： 実験では専用回線ではなく公衆回線を使っているのか。
A ： 片方は公衆回線のVPN環境で8 msが実現できている。
Q ： その意味では圧縮や復調・変調、ルーティングのEA（End point Address）も含めて、通信性能は

この程度で十分ということなのか。
A ： その通りで、Ping値（ネットワーク通信における往復時間）で8 msであれば十分である。映像はフ

ルHDである。
Q ： 画像を撮るという意味においては、高速のCMOSイメージャーを使うとよいと思うが、コストが高くな

るので不可ということになるのか。また、デバイスの性能を上げていくことは可能だと思うが、どのよ
うに考えているのか。

A ： もちろん高速のCMOSを使った画像技術は重要になってくる。しかし、今回は市販の内視鏡と市販の
ディスプレイを使った。専用の機械を使っているのは、エンコーダ、デコーダ、映像の圧縮・伸長のと
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ころだけである。カメラ内部やディスプレイの内部処理等のバッファに一旦映像を溜めるので、そこで
の遅延がどうしても起きてしまう。そこを低減できるような低遅延内視鏡は将来的に必要になると思う。

Q ： まだ非圧縮での実験は行っていないのか。
A ： 非圧縮で伝送しようとすると1Gbpsを超えてしまうので、まだ実現できていない。
C ： 無線と有線の融合が進めばそのような手立ては出てくると思うので、是非8Kの非圧縮での実験をやっ

てもらいたい。
C ： 8 Kの非圧縮だと10 Gbps以上必要になってくるが、それが実現できれば非常に有難い。
Q ： 全く別の観点からの質問だが、遠隔手術ロボットでトラブルが起きたときに誰が責任を取るのか。この

ような議論はどの程度進んでいるのか。
A ： 実は、それもかなり大きなテーマとなっている。プロジェクトチームの中に、安全性や責任の所在等を

議論している医師主導のチームもある。今は、責任よりとにかく事故が起きないような運用の仕方を考
えている。ガイドラインとしては、遠隔手術する際には、ロボットに支障が生じたときに備えて、ロボッ
トを患者から離して普通の手術が緊急に行える医師をロボットの近くに必ず待機させておく方向で、ガ
イドラインの策定が進められている。その意味では、遠隔手術ロボットは本当に役に立つのか、患者
の近くに医師がいるのにわざわざ遠隔でやる必要があるのか、という議論があるのも事実である。
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3	 次世代通信の技術展望と	コンソーシアムの
取組

3.1	 6Gの進化の方向性

須山	聡（NTTドコモ）

「6Gの進化の方向性」について、NTTドコモの取り組みを紹介する。
まず、6Gでは5G evolutionの観点も大切であるという森川先生の意見と同意見である。5G開発経緯と

6Gスケジュール展望については、図3–1–1に示す通りである。5Gでは、2010年頃から準備を開始し、
2014年にホワイトペーパーを公開し、実証実験、標準化を経て、2020年に商用化にこぎ着けた。この中で、
2015年頃から4Gのサービスと平行して5Gの実証実験を始めた。日本は、今まさに5G evolutionと6Gに
積極的に取り組まないと、国際的なプレゼンスを保つことが非常に難しくなる時期にきている。

6Gスケジュールは、5Gと比べて非常に早く進んでおり、2020年にホワイトペーパーを公開した点から考
えると、サービスインの時期は、議論中だが5Gの時よりも早い可能性がある。国内のBeyond 5Gコンソー
シアムや米国のNext G Allianceといった団体も設立され、学会でも議論が活発に行われている。また、日
本では大阪万博が1つのマイルストーンになり、そこで6Gをアピールしていくことが重要である。

5G evolution & 6Gに向けた方向性としては、図3–1–2に示した6つのコンポーネントを目指して取り組ん
でいる。また、本日のワークショップの題目である「無線・光融合」については、無線技術と光技術とのコラ
ボレーションという点も含めて議論が行われており、NTTドコモはNTTグループとして、「IOWN」の超大
容量・超低遅延・超低消費電力の特徴を組み合わせ、「5G evolution & 6G powered by IOWN」というキー
ワードで、今後、無線と光のコラボレーションの効果を最大化する方向で研究開発を進める（図3–1–3）。
NTTドコモのホワイトペーパー「5Gの高度化と6G」については、2021年11月8日に4.0版に更新し、「IOWN
との融合による更なる高度化の方向性」のエッセンスを記載した。今後、IOWNとの融合について、内容を

図3–1–1　　　5G開発経緯と6Gスケジュール展望
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充実させていきたいと考えている。その他の更新内容は、3GPPでのRelease 17及び18の最新の標準化動向、
6Gが提供する価値や6G時代に注目する無線技術以外の技術・ユースケース等についてである。

図3–1–4に示した5G evolution & 6G進化の方向性については、ここでは説明を省略するが、社会課題
解決は当然として、ユースケースは非常に重要だと考える。5G evolution & 6Gのコンセプト映像で、以下
の内容が紹介された。（映像の説明は省略）

• 実世界の全ての情報がサイバー空間とつながる「サイバー・フィジカル融合」
• 6Gの特徴（超高速・大容量通信、超低遅延、超カバレッジ拡張、超高信頼通信、超低消費電力・低コ

スト化、超多接続&センシング）

図3–1–2　　　5G	evolution	&	6Gに向けた方向性

図3–1–3　　　5G	evolution	&	6G	powered	by	IOWN
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図3–1–5に示す6Gにより実現される飛躍的な性能向上について、6Gの特徴である6つのコンポーネント
について説明する。

• 超高速・大容量通信：ピークデータレート100Gbps以上、100倍以上の超大容量化を狙っている。
• 超カバレッジ拡張：現在の移動通信システムがカバーしていない空・海・宇宙などを含む超カバレッジを

実現していく。
• 超低消費電力・低コスト化：エナジー・ハーベスティング（無線での給電技術）やバックスキャッタ通

信などの活用も考えている。
• 超低遅延：エンド・トゥ・エンドで1ms以下程度、IOWNとの組合せも非常に重要になると考えている。
• 超高信頼通信：セブンナインの信頼度（99.99999%）を目指す。5Gの高信頼・低遅延通信（URLLC：

Ultra–Reliable and Low Latency）よりも、さらにレベルの高い信頼性やセキュリティを目指す。
• 超多接続&センシング：今後、非常に重要なポイントになってくると考えている。

図3–1–4　　　5G	evolution	&	6G	進化の方向性

図3–1–5　　　6Gにより実現される飛躍的な性能向上
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次に、図3–1–6に示す5G evolution & 6Gの8つの要素技術について説明する。詳細については、ホワイ
トペーパーを参照して頂きたい。

	● 分散ネットワーク高度化（New	Radio	Network	Topology）
従来、無線基地局の無線セルはお互いの干渉が起こらないように規則的に配置されていたが、今後は高密

度で干渉が発生してもよい配置で干渉をコーディネーションする方向である。これは、セルフリーMIMOの
考え方とも合う方向になっている。また、非常に多くの基地局を配置するには、相当なコストが必要となるた
め、従来型の基地局アンテナを用いないソリューションが重要になる。例えば、街灯など既存オブジェクトを
アンテナとして利用する方法や、反射板技術（RIS: Reconfigurable Intelligent Surface）、ROF（Radio 
on Fiber）、誘電体導波路など、コストを抑えて基地局を増やすソリューションが非常に重要だと考える。ま
た、無線中継技術も重要である。これらを組み合わせて、ユーザーに適した高度なネットワークを構築してい
くことが重要であると考えている。 NTTドコモでも、メタマテリアルを使った反射板や、メタサーフェイスレン
ズを用いた実験を進めており、報道発表している。

	● 6Gに向けた周波数の開拓
6Gの周波数帯としては、図3–1–7に示すようにミリ波、サブテラヘルツ波、テラヘルツ波があるが、サブ

テラヘルツ波が6Gならではのバンドの1つになるのではないかと考えている。ただ、テラヘルツだけを考えれ
ばよいという話ではなく、ローバンドやミッドバンドと呼ばれる、10GHzから20GHzまでのバンドを6Gで活
用していくことも重要である。さらに低いバンドについても6Gのテクノロジーを導入することにより、増大す
るトラフィックに対する容量逼迫を改善して、低コスト、低エネルギーでサービスを提供することも非常に重
要なポイントだと考えている。

図3–1–6　　　5G	evolution	&	6G:	技術発展と検討領域
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	● 高周波数帯無線デバイス技術の技術課題
ここでの技術課題を図3–1–8に示す。テラヘルツについては、電波伝搬をきちんと把握することと、最終的

にユーザーは端末を利用し、通信事業者は基地局を設置することを考えると、デバイス流通が非常に重要な
ポイントになってくる。また、広帯域でMassive MIMOが前提となってきているので、最初から考えておかな
ければならない。ただし、どの周波数でどこまで対応するのかについては検討が必要であり、5G evolution 
& 6Gはタイムラインが決まっているため、例えば2030年代に提供できる技術、30年代後半にならないと適
用できないデバイスなど、どの技術やデバイスを適用するか、マイグレーションのシナリオを総合的に考えてい
く必要がある。

図3–1–8　　　高周波数帯無線デバイス技術の技術課題

図3–1–7　　　6Gに向けた周波数の開拓
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	● 100GHz帯で超高速通信を実現する6Gシミュレーター
6Gでは、100GHz以上のサブテラヘルツ波も利用されることが議論されており、NTTドコモでは、まずは

システムレベルの6Gシミュレーターで検証している。

	● 空・海・宇宙へのカバレッジ拡張
5G evolution & 6Gでは、HAPSやGEO、LEOの利用が検討されており、重要なポイントである。実用

化が可能な部分から開始していくという考えで検証を進めている。リアルタイムのHAPSシミュレーターを構
築し、無線技術のシュミュレーションと組み合わせて、例えば空にHAPSを2台配置した場合のHAPSなら
ではのユースケースや通信容量の評価などを進めている。

	● URLLCの拡張および産業向けネットワーク（説明は省略）

	● 移動通信以外の無線通信技術のインテグレーション
ユーザーはインターネットにつながればよく、通信事業者はどれだけ安くエコにサービスを提供できるかと

いう観点で考えると、必ずしも移動通信（セルラー技術）だけでなく、様々な無線技術を組み合わせていく方
が、最終的にトータルではユーザーにも通信事業者にもメリットがあるのではないかと考えている。その中で、
NTN（Non–Terrestrial Network）やHAPS、衛星等も融合されるべき話であるし、海中通信といったも
のについても考えている。

	● 無線通信システムの多機能化とAI技術の活用、移動通信のあらゆる領域におけるAI技術の活用
基本的に、6Gは、AIを含んだシステムとなるため、無線技術にもAIを使うし、AIを用いたアプリケーショ

ンも当然増えていくと考えている。また、センシングについては、基地局と端末、あるいは基地局間の電波を
センシングなど情報伝送以外の様々な用途にも利用していく進化も有望である。移動通信事業者としても付加
価値をつけるという観点で非常に期待している。

	● ネットワークアーキテクチャ
これまでのツリー型、スター型とは違う新しいトポロジーも考えていく必要がある。従来は、端末と無線基

地局の機能が明確に分離されていたが、6Gでは、端末の機能の一部を基地局に配置するなど、柔軟に変え
ていくことも考えられる。基地局も、当然バーチャライゼーション（仮想化）やソフトウェアライゼーション（ソ
フトウェア化）されるため、機能配置を柔軟に変更できると考えている。このように、アーキテクチャも非常
に重要な技術である。

【質疑応答】
Q ： Massive MIMOをアナログかデジタルビームフォーミングのどちらにするのかは、今後のデバイスの

研究計画に関係する。特に、日本には高速なAD変換器のメーカーがないため、デジタルの場合はデ
バイスを全て海外から調達する必要もある。5Gの28GHzのミリ波の場合には全てアナログでシング
ルビームだが、今後6Gに向けてデバイスの研究者に何に取り組んで欲しいか。

A ： 5GでMassive MIMOを導入する時に、デジタルにするのかアナログにするのかハイブリッドにするの
かの議論があった。5Gの前半はアナログで始め、徐々にデジタル化が進み、中間的にいわゆるハイブ
リッドビームフォーミングになり、最終的にはデジタルになるという流れを考えており、研究としては比
較的ハイブリッドビームフォーミングを支持している立場である。図3–1–8はアナログビームフォーミ
ングになっているが、デジタルビームフォーミングの適用もあると考えている。ただ、5Gのミリ波は
28GHz帯の帯域幅800MHzで実証実験を始めたが、AD/DA変換器を何系統も用意する必要がある。

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 33CRDS-FY2021-WR-07

科学技術未来戦略ワークショップ報告書　　次世代通信技術の高度化に向けた無線・光融合基盤技術

次
世
代
通
信
の
技
術
展

望
と
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の

取
組

3



基地局は何とか冷却できるが、端末は冷却できない。このため、我々はハイブリッドビームフォーミン
グを考えており、デジタルについては対応したデバイスの進化に合わせたマイグレーションのシナリオ
を考える。6Gのテラヘルツ波用には新しくデバイスが必要になるが、ミリ波用については今後のデバ
イスの進化に合わせて変えていけばよいのではないかと考えている。 DA/AD周りとデジタル信号処理
の部分は、FPGAなのかASICかも含め、デジ・アナ混在のところをどう作っていくのか、非常に重要
な課題だと認識している。これは、5G evolutionでも同様だと考えている。

Q ： アナログかデジタルかは、デバイスの研究者が考えるのか。
A ： 性能の観点からはデジタルのほうがよいが、省エネの観点からは要求する帯域幅と周波数バンドでは、

おそらくその性能まで実現できないと考えられる。また、基地局だけの議論ではなく端末も含めて検討
する必要があり、デバイス技術の進化とともに議論すべきと考えている。デバイス技術の進化について
は専門家に任せたほうがよいので、我々はマイルストーンや条件を出すのが重要だと考えている。

Q ： 図3–1–7の「6Gに向けた周波数帯の開拓」では、6G Low/Mid–bandは5Gと被るが、6Gの定義
はどのようなものか。

A ： 6Gと5Gで同じバンドを使う可能性はあると考えている。例えば、2030年代に6Gのサービスを提供
していく中で、5Gや4Gを終了してそのバンドに6Gを導入するかもしれないし、5Gのバンドに6Gを
導入することで通信容量を拡大できるのであれば、通信事業者にとって6Gに移行するメリットとなる。
6Gは標準化も始まっていないので、6Gの定義はない状況である。現在でも4Gのバンドで5Gのサー
ビスを提供している通信事業者もあるので、ユーザーからすると世代がどちらなのかは関係ないのでは
ないかと思う。

Q ： 6G High–bandで必要なデバイスのテクノロジーと要求はどういうものか。
A ： ここで説明できることはないので、デバイスの専門家からの講演を参考にして欲しい。
Q ： 図3–1–8「高周波数帯無線デバイス技術の技術課題」の構成は、テブテラヘルツでも変わらないと考

えて良いか。
A ： 高い周波数帯になると出力が出ないと思うので、一個一個のアンプの容量が減るため、アンテナを並

べた方がいいのではないかというのが基本的な考え方である。
Q ： 超高速100Gbpsとカバレッジ100%を両立するのは難しく、ごく限られた条件でしか実現できないと

使いづらい。どのあたりを狙っていくかが技術的な難しさであり、6Gの価値に大きく関わってくるが、
どのように考えているか。

A ： 両立は難しいので、ユースケース次第だと思う。ユーザーが利用してくれないと価値がないので、ユー
スケースにあった要求条件でサービスインしていく必要がある。ユーザーが増えればコストも安くなっ
ていく。100Gbpsはあくまで技術的なスペックで、実際のサービスについてはユースケースを決めて、
通信事業者の判断で進めるべきである。

Q ： HAPSについては、各通信事業者が空飛ぶ基地局のイメージで開発していると思うが、LEOコンステ
レーションのように、HAPSのコンステレーションを提供する専業会社が参入するシナリオや、通信事
業者が協力してHAPSコンステレーションを構築する方向性などあるのか。

A ： NTTドコモとしてではなく個人的な回答になる。通信事業者間で基地局をシェアリングする議論は5G
のミリ波でもあるので、通信事業者が個々に構築してビジネスとして成り立つかどうかにもよるが、今
後、HAPSなどでもシェアリングする可能性はあるのではないかと思う。まだ検討している段階で、実
際のサービスの形はもう少し現実味を帯びてからになると思う。
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3.2	 Beyond	5Gに向けた研究開発

中尾	彰宏（東京大学）

私は大学主体の取組と国の取組における連携と役割分担、情報通信の民主化を加速する政策、双方向の
グローバル化・国際連携戦略の重要性、Time–to–Marketを短縮するためのソフトウェア化が非常に重要と
思っている。全てをソフトウェアでつくるということではなく、目的型Time–to–Marketを短縮して非常に素
早く開発サイクルを回していく戦略が重要である。また一般の人たちにとってはどのような価値創造、行動変
容が起こるかということを説明していく必要があると思っている。

大学の役割には５つあると思う。先導的な研究、国際連携、若手人材育成、民主化アプローチとキャンパ
ス・テストベッドだが、全部は説明できないので、最近考えている民主化アプローチとキャンパス・テストベッ
ドの２つについて説明する。

図3–2–1は私が機構長を務めている東京大学がBeyond 5Gの研究開発のためにつくった連携研究機構
（NGCI）の概要である。特徴は、理系の部局だけではなく文系の部局も入り、多様な人たちが次世代のサイ
バーインフラを考える構成を取っている点である。産学連携はもちろんだが、海外との連携もこの機構を中心
として、多数の部局の連合体、言わば組織の仮想化になっており、インフラの仮想化と同じように、物理的な
部局はそのままにして仮想的な層を上に乗せている構成である。常に多様な産学連携とベンチャーが一緒に
なって取り組んでいる。

大学ができることは、インフラを社会展開して実装するミッションではなく、研究寄りである。ただし、図
3–2–2に示すようにキャンパスは社会の縮図になっているところがあるので、技術を開発していく上で日々新た
なことを試してみる、今回のテーマである光と無線の融合を試すなど、そのようなことができる環境があると
考えている。

図3–2–1　　　東京大学「次世代サーバーインフラ連携研究機構」の概要
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図3–2–3に示すように、私はいつも「通信の民主化」ということを話している。ローカル5Gがきっかけだが、
民主化で重要なのは情報通信を自分事と捉えるステークホルダーが増えるということである。例えばローカル
5Gは、これまでドコモに全て頼っていて使う側だけだったが、創る気持ちになる人が増えてきた。

世界的に見ても日本の取組は先進的だが、一般事業者が5Gの電波利用を可能とする政策が打たれたこと
で、ステークホルダーを増やしていけるのが重要である。多様性と包摂性によって革新の確率を上げることが
できるので、様々な人が入って情報通信に興味を持って取り組むところがよいのではないだろうか。

通信事業者が不要と言っているのではない。一般的な事業者は局所的な革新をどんどん多様性でつくって
いくが、これを普遍サービスに展開するのが通信事業者である。双方が両輪で推進していくことができるので、
このような方式から我々は気づきを得たと思っている。

図3–2–2　　　次世代サイバーインフラ連携研究機構におけるリビングラボ構想

図3–2–3　　　公衆網通信と情報通信民主化の「協創」
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我々は、大容量・低遅延・多数接続ということで通信を説明しているが、先日のCEATECで一般の方々が
どう思っているかアンケートを取ると、もっと安くというのは当たり前として、もっと導入事例の情報が欲しい
ということが多かった。大容量・低遅延・多数接続と聞いて価値を想像できる人はなかなかいないのではな
いか。すなわち、どのような価値や、それに伴う行動変容かである。価値が生み出されると行動が変わり、
行動変容が起こるという理解が進めば、情報通信が自分の事になって民主化が起こり、そして多くの人がその
革新に関わることができるのではないかと考えている。

今回のテーマである無線と光の融合の基盤技術に関して、何が起こりそうかという話をする。低周波数を利
用した使いやすいモバイルネットワークは面で構成されてきたが、ミリ波、テラヘルツ波になるにしたがってス
ポット的な広帯域無線が出てくる。これで面をつくるのは大変なので、目指すべきアーキテクチャとしては図
3–2–4に示すように大容量の光無線でラストワンマイルまで引っ張って、ラストマイルだけ広帯域無線とするの
が今後の目指すアーキテクチャではないか。通信事業者だけのモバイルだけでなく、民主化された無線のよう
なものもうまく活用し、また共用設備のようなものを使うことによって高速大容量で引っ張った上で、オール
光へトラフィックを乗せるための手段としてラストワンマイルの超分散無線があるのではないか。

先ほどもIOWN構想の話が出たが、オール光のネットワークアーキテクチャはいろいろな意味で必要であり、
低消費電力だけではなく低遅延のサービスを実現するためにも重要である。今までイーサネットやPCをつな
いで使っていたラストワンマイルをオール光にするためにはどうすればよいか。やはり無線でつなぐというアイ
デアが出てくる。あとは併用のアーキテクチャの問題である。どのようにしてコストの低いパケットスイッチと
オール光をシームレスにマイグレーションさせるか、併用させるためのアーキテクチャが必要と思っている。

図3–2–4　　　次世代通信技術の高度化と無線・光融合基盤技術を利活用するアーキテクチャ
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面をつくるモバイルとラストワンマイルを広帯域にして光とつないでいくときに、民主化されたところを使う
ことや、あるいは基地局の設備共用をスライスごとにつなぐことができれば、こういったアーキテクチャをシー
ムレスにマイグレートさせていくことができるのではないかと思っている（図3–2–5）。またプラットフォーマー
がどんどん光通信の整備をしているので、光通信基盤の民主化が進行していき、こういったモバイルの民主化
もそれに追随していくのではないかと考えている。

また、光電コパッケージの話もある。図3–2–6は産総研の並木氏のスライドを一部拝借したものだが、デー
タセンターだけではなく、このモバイルのアクセスのところにも低遅延・低ジッター化が必要である。低ジッ
ターのアプリケーションとして遠隔手術など様々なものがあるので、そのまま光で収容する必要があり、この
ような技術がクラウド側だけではなくモバイル側でも必要となる。

図3–2–5　　　無線・光融合アーキテクチャにおける無線アクセスの民主化

図3–2–6　　　光電コパッケージによるエンドツーエンド光ネットワーク
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国際連携について述べる。私がBeyond 5Gの推進コンソーシアムでやっている国際委員会では、様々な国
の動向を調べている。その中で、6Gフラッグシップのホワイトペーパーでは、30か国270人が参加して白書
をつくっている。つまり、もはや１国で行う話ではなく、多数の国、多数の人たちが関わって共通なビジョン
をつくっている。

このようなことから、図3–2–7に示すように私は双方向のグローバル化が必要と思っている。国際競争力だ
けでなく、国際協創力（共につくる）が不可欠である。我々はグローバル化と言うと日本の技術を輸出するこ
とだけを考えるが、優れた知恵と人材が日本に集まるという双方向のグローバル化が重要なのではないか。

もう一つは、日々リアルタイムに意見交換をする場が必要ということである。6Gフラッグシップのディレク
ターは東大の肩書を持っている。これは私が仕掛けたのだが、物理的に来るとコロナに感染する可能性があ
るので、東大工学系初のリモートのクロスアポイントメントである。私の過去からの友人である彼にお願いし
て、兼務でグローバルフェローとして東大の先生になってもらった。彼は非常に喜んで東大の肩書をプレゼン
につけるようになり、大きなニュースにもなった。このように、外から入ってきてもらって一緒にビジョンを共
有する活動が必要ではないか。特に、日々リアルタイムに意見交換をしながら、ビジョンの形成とともに彼ら
が持っている強みの技術と日本の技術を組合せるといったところが重要であり、また何かあったときにはすぐ
に意見交換ができるというのが重要だと思う。東大にはこのグローバルフェローの称号制度があり、これから
このような人たちを増やしていき、連携研究機構の中に入れて一緒に活動していきたいと思っている。

　これまで話したことを図3–2–8にまとめる。重要なのは民主化を使った多様性の取り入れと、グローバ
ル化、国際連携戦略である。ソフトウェア化の話もしたかったが、今回は時間がなかったので別の機会に話
したい。さらにグローバルなビジョンの共有、価値協創と目的とする行動変容、先進技術のマッピングなどが
重要ではないかと考えている。

図3–2–7　　　国際連携戦略への一つの低減
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【質疑応答】
Q ： 双方向のグローバル化は非常に重要な点だと思うが、大学の人も含めて必ずしも日本人が得意なとこ

ろではないと思っている。先生の機構では、グローバルフェローという形でうまく進めることができて
いる理由は何か。

A ：  我々は様々な国プロに取り組んできており、その中で海外との連携のプロジェクトもあった。同じ苦労
を共にして、我々は総務省や経産省に報告書を書くのだが、成果と社会実装と価値を示していく必要
があり、これを海外の人たちと共同作業したので人的な絆ができた。このマッティ教授は今はディレク
ターだが、実は私とは10年前に出会って、ずっと一緒にプロジェクト推進の打合せをしていた人である。
時間がなくて話せなかったが、例えばNSFからファンドされているPAWRプロジェクトのディレクター
との連携も長期間に渡る。このように、次にグローバルフェローになってもらおうと思っている人も、
私が15年ぐらい前からやってきたプロジェクトで苦労を共にした人である。そのような意味では、国
の政策としてそれほど大きなファンドでなくてもよいが、多くの人たちと苦労を共にするプロジェクト

（例えばBeyond 5Gやポスト5Gのような１つのテーマ）を一緒にやっていけるとよい。そこでできた
絆が、例えば「グローバルフェローになってくれないか」と言うと二つ返事で承諾してくれたり、MOU
をすぐに結んだりすることに繋がる。気心が知れた人の関係で連携を起こしていくことができると思っ
ている。これが最初に書いた「学術界のつながりを活用する国際連携」になる。

Q ： 今の若い世代の方も早い時期から海外との連携に積極的に取り組み、よい意味での人脈をきちんとつ
くっていくことが重要ということか。

A ： 一緒に苦労して成果を成し遂げたという経験が重要と思う。
Q ： フィンランドのOulu大学はアカデミアでありながらこの世界を強力に引っ張っているが、何が特徴で

日本はどういうところを学ぶべきか。また、産学連携の点ではノキアが入っているが、どのような関係
を構築しているのか。産学連携という立場でも日本が学ばなければいけないところ、特徴的なところは
どういう点か。

A ： 彼らのBeyond 5Gの取り組みを分析したところ、３つぐらい柱がある。そのうちの１つがテストネット
ワークで5GNTという活動をしており、先ほど述べたキャンパス・テストベッドと同じように、キャンバ
スとVTTなど様々な場所を借りてテストベッドをつくっている。ここを苗床として、ビジネスのインキュ
ベーションを足場にして6Gに取り組む活動をしている。フィンランドだけではなく、米国、英国も同じ

図3–2–8　　　Byond5Gの研究開発を進める上での重要な点
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ような活動をしている。日々使いながら課題を抽出して方向修正していくことを、6Gに対して最初に始
めたところが大きな特徴である。また、ホワイトペーパーのように他国を積極的に巻き込んでいる点も
特徴で、これによって情報を集約させて6Gのビジネスをリードする狙いがある。早い段階から他国を
巻き込んで強いものを持っている人たちと連携する国際連携戦略を立てる必要があると思っている。

C ： 大学をテストベッドにしてリスクのある技術をそこで実証することは、この分野だけではなく様々な分野
で展開できる気がする。

Q ： 民主化によって世界中の開発力が集中し、それでさらに広まっていく面もあるので、民主化は本当に大
事と思う反面、あまり野放しにすると変な方向に行くのではないかという危惧もある。その点について、
強過ぎない規制で健全に発展するようにするにはどうすればよいと思われるか。

A ： 様々なステークホルダーが参入することから、民主化は革新の確率を上げることができるが、ガバナン
スの問題はある。これには政策、法学、政治学などの先生方が一緒になってデータの扱いや技術の扱
いを考えていく必要があると思う。ただし、民主化のよいところは、あまり変なことをしている人たち
の活動は社会受容性がないので、自然に淘汰されていく可能性が大きいことである。価値を生む技術
はみんなが使っていこうとする動きにつながるので、ある程度は自然淘汰されるはずである。一方で、
指摘のとおりガバナンスの面をきちんと考えていく活動も並行してやる必要があると思う。

Q ： 5G、6Gに向けて今までになかったサービスをつくっていくためには、民主化はますます重要になると
思う。一方、特に6Gでは帯域やエネルギーの問題を考えると、光のレイヤーを簡単に活用できるよう
に環境を整えていく必要があると思うが、光はただでさえ使い難いことから、光のレイヤーを含めた民
主化は程遠い状況とも思える。どういうアプローチあるいは政策を取れば、民主化がもっと進むと考え
るか。

A ： 私自身はローカル5Gの基地局などを自分たちで設計・開発しているが、２つの思いがある。１つは、
基地局だけではなくバックホールが必要な点である。使いたい場所に信号が届かない山岳地帯、山の
奥、沿岸地区あるいは離島でやるといったときに、ファイバーを自分たちで引きたいと本当に思っている。
もう一つは、民主化を加速するためには、何に使うかという部分の理解が必要ということである。私の
周りでは、割と光通信の利用というところに一般の人の興味が出てきているのではないかと思っている。

　　GAFAMが自分たちで光のインフラを整備していることも民主化の１つである。 GAFAMのデータセン
ター内の消費電力を大きく削減しなければならないという需要から、データセンターでの光電コパッ
ケージがかなり進展したと思っている。もちろん政策は必要だが、情報通信を使う人たち、あるいは作
る人たちの幅を広げることによって、技術革新と技術の利用、どうやって光を安く手軽に使えるように
なるのか考えるようになると思う。我々は無線と光の融合をローカル5Gの環境で始めようとしていると
ころなので、これがもう少し進めば、社会受容性が高くなっていくと思っている。

C ： 政策も重要だと思うが、やはりまず技術側からどんどん盛り上げることも重要と理解した。
C ： 技術側とユースケース側だと思う。価値が分かると使っていける。
C ： そのような意味では、価値が分かる人が「光って何だろう」という状況がまだ少しあると思う。その辺

の距離がだんだん縮み始めてきているので、まさに先ほど議論されていた間を取り持つような人や機会
が増えればよいと思う。
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4	 次世代通信技術に向けた挑戦的な無線・		
光融合基盤技術の研究開発

4.1	 THzシステムに向けたデバイス・回路技術

永妻	忠夫（大阪大学）

ここでは、全体のオーバービューと重なるかもしれないが、エレクトロニクスの躍進、6Gの一つのターゲッ
トの100ギガビットの実現、本ワークショップの話題の中心である光（フォトニクス）技術と電波（エレクト
ロニクス）技術の融合によるテラヘルツ無線、今後の技術課題とソリューション、三次元空間への展開、とい
う５つのテーマについて紹介する。

まず、エレクトロニクス技術が躍進してきたことについて紹介する。電子デバイス・集積回路技術は化合物
半導体およびシリコン半導体ともにfmaxが伸びてきており、さらにこれらがヘテロジニアスに集積され、電
子光集積もシリコンフォトニクスにより進んできている。その中で、例えば図4–1–1に示すような1THzの増
幅器（1dBずつ重ねて9dBを実現）も技術的には可能になっている。しかし、通信では増幅器としてある程
度の利得（パワー）が必要なため、海外ではより実用的なものとして、窒化ガリウム（GaN）でGバンド

（140–220GHz）、InGaAsのHEMTでHバンド（200～300GHz）の増幅器が開発されている。

我々はロームとの共同研究で、共鳴トンネルダイオード（RTD）を用い、LEDのようにこのダイオードだけ
で無線通信を行うための研究を10年近く行っている。共鳴トンネルダイオードを用いることで、近距離であれ
ば300GHzにおいて30Gbpsのエラーフリー、簡単な前方誤り訂正技術（FEC）があれば60Gbps程度まで
実現できた。これは大学で設計した回路であるが、私は100Gbps程度までは動作すると考えている。ダイ
オードを使ったトランシーバは回路構成がシンプルなので、このようなことができる。

図4–1–1　　　InP系電子デバイスの能力
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また、シリコン集積回路を用いた信号発生器の例として、シリコンゲルマニウム（SiGe）HBTをアレイ状
に配置して電力合成することで、1THzで100µWという驚異的な結果が報告されている。

図4–1–2は無線応用の現状を見たもので、横軸がキャリア周波数、縦軸が伝送速度を示し、フォトニクス
技術およびエレクトロニクス技術を使ったものをプロットしている。最近では、エレクトロニクス技術で
100Gbpsを超える結果が報告されている。いずれも200GHzから400GHzのキャリア周波数を用いることで
100Gbpsを達成しているが、これは非常に広いバンド幅が使えるからである。このように、100Gbpsは研究
レベルでは達成できており、様々な応用に向けたデモンストレーションも始まっている。以上のように、従来
はフォトニクス技術の独壇場であったTHz無線であるが、近年、エレクトロニクスの技術の躍進が著しい。

また、200Gbpsを超える伝送速度の報告もあるが、これはまだフォトニクス技術（マルチチャネル）を使っ
たものである。私は200～400GHzだけでなく、100GHz帯にも注目すべきだろうと思う。変調の多値化を
進めれば、Dバンド（110～170GHz）でも100Gbpsを実現できる可能性がある。

200～300GHz帯無線技術の研究開発状況をもう少し詳しく説明する。 NTTより、InP HEMTを使い、
120Gbps、10メートル伝送の報告がされている。また、ドイツの大学から、SiGe HBTを使い、240GHz帯
で偏波多重によって110Gbpsを達成したという報告がされている。一つの方向性を示すものとして、最近発
表された東工大とNTTの共同研究により、300GHz帯でのInP ICとSi–CMOS ICとの融合について報告さ
れている。パワーアンプ、プリアンプにInP ICによるモジュール、その他のICモジュールをSi ICで構成した
トランシーバを実現した。今後、こうした化合物半導体とシリコン半導体との融合技術がさらに進んでいくも
のと期待される。

さて、今後、光（フォトニクス）技術がどう生き残っていくのか、どのように活用されるのかについて議論
してみたい。まず、図4–1–3に示すような光技術を使ったテラヘルツ無線の基本形から議論を始める。送信
機の基本形は、最初に２波長の光を用意し、光変調を施した後、光信号を電気（RF）信号に変換する。一方、
受信系においては、これまではほとんどの場合、光技術を使っていない。すなわち、様々な種類の検波ダイ
オードを使い、直接検波を行なうか、LO信号を印加することでヘテロダイン/ホモダイン受信を行なう。

図4–1–2　　　THz無線の現状
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ここでの重要なポイントは、２波長の光を混ぜること（フォトミキシング）である。図4–1–4はこのフォトミ
キシングを活用した象徴的な例である。レーザからの光をデータ信号で光変調したものを、フォトダイオード
でデータ信号を復調するのが、光（有線）リンク（λ1 の光リンク）である。この光リンクが切れた場合に、
無線リンクにするのは非常に簡単である。もう一つ光源（λ2）を用意して、λ1とλ2を合波し、高速のフォ
トダイオードで受けるとRF（電波）に変わる。この電波の周波数は、２つの光の波長差だけで決まる。

図4–1–3　　　光技術を利用したTHz無線の基本形

図4–1–4　　　光リンクと無線リンクのコネクションの考え方
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光の波長を変えるだけで電波の周波数が変わるので、この周波数の電波を復調できる受信機があれば光リ
ンクがそのままでRFリンクになる。まさに光通信と電波（無線）通信の融合の典型と言ってよい。

次に、キャリア周波数と伝送距離の報告例を図4–1–5に示す。大阪大学とドイツの報告では、300GHz帯
ではおおよそ100mとなっている。図の上にある120GHz帯（中心中波数125GHz）は、我が国（総務省）
が100GHzを超える周波数に対し、世界で初めて商用（放送素材伝送）にアロケーションした周波数帯である。
周波数帯域幅として18GHzあり、60GHz帯の2倍に相当する。2019年の世界無線会議において、200～
300GHz帯で44GHzの帯域が特定され、周波数アロケーションに向けた国際的な議論が始まったところであ
るが、我が国としては、既に国内でアロケーションされた120GHz帯を、総務省と連携してBeyond5G/6G
応用に対し開放していってはどうかと考える。この周波数でも、窒化ガリウムのアンプを使えば、恐らく
10kmは飛ぶと期待され、256QAMを使えば100Gbpsが伝送できると予想される。

図4–1–6は大阪大学で行った320GHzでの QPSK（4位相偏移変調）による100m 伝送実験で得られた
伝送特性である。光技術を使った送信機とアナログの簡単な復調器を使っている。アンプは使っておらず、
フォトダイオードから直接発生したレベル（50µW）であるが、70Gbps、100mの伝送が可能である。図
4–1–5の一番下のドイツの実験も同じような簡単な方法で行っている。最先端のデジタル変調・復調技術を
駆使し、そんなに高度な技術は使っていないというのが今の光技術と言える。その理由は、送信系において、
光技術の方がエレクトロニクス技術よりも広帯域だからである。

今後、エレクトロニクス技術は益々発展するだろう。しかし、THz無線と光ファイバーネットワークとの融
合は不可欠になると思うので、光技術の利用が無くなることは決してないと思っている。また、光技術による
THz無線は、既に実験室から外に持ちだすことができるレベルに達しているので、様々な応用開拓に向けた
デモンストレーションやフィールドトライアルを通して、THz通信の実応用を加速するであろう。

図4–1–5　　　キャリア周波数と伝送距離
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その他の300GHz帯の通信実験として、光技術を用いた送信器と共鳴トンネルダイオードによる受信器を
使って、初めてフル8K映像の非圧縮無線伝送（48Gbps）に成功している。できればシングルチャンネルに
したかったが、デジタル映像伝送ではエラーフリー（ビット誤り率<10–12）が求められるため、24Gbpsのチャ
ネルを２つ用意し、FECを使わなくても安定な48Gbps伝送を行なった。

図4–1–6　　　QPSK100m伝送実験の伝送特性

図4–1–7　　　受信技術の今後
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これまでは光技術が送信機だけに使われることが多かったが、今後、図4–1–7に示すように受信機にも使
われていくと予想している。例えば、ヘテロダイン受信機を構成する場合に必要な局部発振器（LO）におい
ては、テラヘルツ帯では位相雑音が非常に大きくなるという問題がある。一般に、マイクロ波帯から周波数を
逓倍していく従来の手法、すなわちエレクトロニクス技術からの延長では位相雑音の壁にぶつかっている。そ
こに、同図①のように、光技術を使った低位相雑音信号発生技術（発振器）に対する期待がある。また、受
信側において、テラヘルツ波を直接的に光波に変換するためのデバイスがあれば、受信側のフロントエンドに
おいて、すぐに光信号として出力させることが可能となる。複雑な処理をせずにテラヘルツ波信号がシームレ
スに光信号に変えられることから、同図③のテラヘルツの変調器が重要な研究課題になっている。すなわち、
送信側では、フォトダイオードで光波からテラヘルツ波に、受信側では、光変調器でテラヘルツ波から光波へ
と、光波と電波の間のメディア変換が行なわれる。日本ではまだ本格的には始まっていないが、海外ではす
でにテラヘルツ帯の光変調器が報告されている。

今後の技術課題をまとめる。まずテラヘルツ帯の半導体デバイスにおいて特に重要な点は、これまでにない
高電流密度で様々なデバイスが動作していることである。テラヘルツ帯では、CR時定数を下げるためにデバ
イス面積が小さくなる一方、所望の出力電流（出力電力）を得るために必然的に高電流密度動作になり、寿
命や信頼性に影響している。したがって、サーマルマネジメントのデザインが不可欠である。また、テラヘル
ツ帯では、伝送線の損失が顕在化してきた。改めて金属ではなく誘電体の伝送線に関して検討が始まっている。
発振器自身の低位相雑音化については、これまでの周波数逓倍技術では限界を迎えており、上述のように、
光技術によるブレークスルーが期待されている。新たな低位相雑音光源の開発例として、最近、300GHz発
振器が報告されており（T. Tetsumoto, T Nagatsuma et al., “Optically referenced 300 GHz 
millimetrewave oscillator,” Nature Photonics, 2021.）、従来技術に比べて20dB以上低雑音化できてい
る。デバイス、システムの低電力化・高効率化をどのようにやっていくかも今後の重要な技術課題である。設
計技術についても、教育、人材育成も含め、もっと強化していく必要があると思っている。回路は、電子回路
というよりも「電磁波」回路になるので、電磁波、電磁気学の基本である、マックスウェルの方程式の理解
が必要である。その意味では、優れた設計者、競争力のある設計者がまだまだ育つ領域だと思う。

次に集積化に関して述べる。実際に光技術を使った送信機については、フルワンチップ化が進んでいる。
ヨーロッパのファンドリーを使って、レーザダイオード、光変調器、光増幅器、フォトダイオードを集積化し
た100GHz帯の送信機が報告されている。もちろんこれだけで通信システムが完成するわけではなくて、実
際には、アンプやアンテナ、デジタルICも必要であり、これらをどう集積するか考える必要がある。そのときに、
図4–1–8に示すように、プラットフォームを何にするかが問題となる。すなわち、最終的に上記のようなチッ
プとともにアンプやアンテナなど全ての部品を搭載したシステムを構成する場合、相互のインターコネクション

（接続技術）がシステム性能を左右する。この接続には、金属の伝送線、導波管、あるいは光領域からのア
プローチとして誘電体が考えられるが、光とマイクロ波の間にあるテラヘルツ領域ではどれを採用するのか、
大きな命題である。個人的には両方やっていかなければいけないと思っている。現在、商品になっているテラ
ヘルツデバイスのパッケージ（実装済の部品）は、金属機械加工を行なって導波管を作製し、そこにチップ
を載せて300GHz～1THzの信号の入出力を行なっている。加工に高度な技術やノウハウが必要なため、非
常に高価である。新たな導波管の作製手法として、MEMS技術で導波管を作製し、それに半導体チップを実
装する試みがある。具体的には、シリコン基板を使い、MEMS技術を使って所望の構造に加工した後、導波
路となる部分を金属メッキする技術であり、国内では、東京工業大学から報告例がある。
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もう一つのアプローチは、誘電体伝送線路でチップ間インターコネクションを行なう方法である。現在は、
光インターコネクションの技術であるが、これをテラヘルツに応用して、金属の伝送線を誘電体に代えていく
という発想である。実際に、シリコン基板に誘電体導波路をつくり、300GHz帯で最も低い損失を実現した
報告もある。同様のアプローチは、日本、アメリカ、ヨーロッパでも研究が盛んである。重要なのは、これを
プラットフォームとして、電子デバイスを少ない接続損失で搭載できるかどうかである。ヨーロッパでは、フォ
トニック結晶基板にアクティブなデバイス（ショットキーバリアダイオード）を搭載し、ミキサー動作をさせた
例がある。

最後に、「三次元空間へ」というお話をしたい。私の研究室では、学生のほぼ誰でもがテラヘルツデバイス
を扱えるレベルになっていることから、学生の自主プロジェクトにおいて、ドローンを使った無線通信の実験
が行われた。小型ドローンにフォトダイオードを搭載し、地上から光ファイバーで信号を伝送し、ドローンか
らテラヘルツ波を放射している。また、これはまだミリ波帯の周波数ではあるが、同様にドローンに光ファイ
バーが接続されたレーダーを開発した。地上でレーダー用のFMCW信号を作って、光波に変換してドローン
まで伝送し、ドローンから放射されたミリ波を物体に照射し、反射波をドローンに搭載された検波器で測定し
ている。これは実際に煙突の中の保護材の厚さを測りたいというカスタマーニーズに対して開発したものであ
る。例えば、100メートル級の高さの煙突には登ることが大変なので、このような飛行体でセンシングできる
と、点検作業の効率化、安全化に貢献できる。これら２つの例のように光技術を使ったシステムが先行してい
たことが、新たな応用を発掘することに役立った。このような取組みを地道に行なっていくことで、最初はビッ
グマーケットではないかもしれないが、テラヘルツ市場が広がっていくものと信じている。テラヘルツ技術の
研究開発は、今や日本全体が一丸となってやらないと海外には勝てないと思う。 NICTやAISTと言った国研
にも省庁の垣根を超えてご支援願いたい。

【質疑応答】
Q ： 光技術を使って信号発生を行なう場合、特に高度な技術は必要ないと言われたが、２つの光源に対す

る要求はそれほど厳しくないと考えてよいか。

図4–1–8　　　プラットフォーム
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A ： 必要ないと言うより、周波数の安定度や位相雑音についてあまり注力していないのが現状である。デジ
タル信号処理技術に大きく依存しているからである。多少の位相の揺ぎがあってもデジタル的に補償・
復調したり、誤り訂正技術を使うことを前提としている。実験室レベルでは、高性能なDSPやオフラ
イン処理は許されるが、今後、社会実装（実用化）を進めるにあたり、安定性の改善は不可欠だろう。
さらなる技術開発が必要になると思う。今は個別部品で構成しているが、小型、安価、低電力化にし
ようとすると、集積化が求められる。今後、シリコンフォトニクスのように、光・電子半導体デバイス
からなる集積回路を開発していく必要があると思っている。

Q ： テラヘルツの変調器を使って受信もできるという話があったが、キャリアを変換する受け側のメリット
を知りたい。

A ： 最も大きなメリットは、受信フロントエンドがシンプルになり、例えば外付けのLO等が要らないことで
ある。すなわち、受信フロントエンドではベースバンド信号へのダウンコンバージョンを行なわず、単
純にテラヘルツ波を光波に変換する。

Q ： 光デバイスのインテグレーションを行なう際、様々なデバイスが必要ということであったが、どこでや
るのか何か見通しがあれば教えてほしい。

A ： JSTの産学共創プログラムでは、レーザ、光増幅器、フォトダイオードなどの集積化を経験したが、こ
れらは半導体薄膜を作製するためのエピタキシャル成長方法が異なる。3回の成長をしなければならず、
プロセスを進める中で歩留まりが下がり、大変コストのかかる工程だと認識した。 NTTグループのご
支援をいただいたが、彼らの力をしても難しかった。一方で、ヨーロッパのファンドリーを使うことを
並行して行った。このファンドリーはどちらかというとデジタル応用に開発されたものだが、設計ツー
ルも揃っており、比較的簡単に使うことができた。ある程度の性能の光源や変調器であればファンド
リーが提供するもので十分であるが、高性能デバイス、例えば300GHzで動作するフォトダイオード
は提供されない。日本のPETRAプロジェクトでは、デジタル応用の高性能シリコンフォトニクス技術
が開発されているが、その技術をアナログ応用にも転用していけないだろうか。また、近年、米国でも
大規模な光・電子デバイスのファンドリーシステムが進展している。ぜひ、日本にも優れた部品材料技
術、集積技術があると思うので、テラヘルツ応用に向けたシリコンフォトニクス技術、異種デバイス集
積技術の進展に期待したい。

C ： 日本国内で光のファンドリーがもう少し簡単に使えるようになるとよいと思う。
A ： NICTとAISTなどが全面的に協力してつくってほしいと思う。そこでできないものは、スタートアップ

やスモールラボをつくっていくことがよいと思う。
C ： しばらく前までNICTのクリーンルームファシリティの責任者をやっており、そのような方向で努力して

きたが、様々な壁があって難しかった。そのため、省庁連携などで進めていくことがよいと思った。
C ： フラウンホーファーのように、エンジニアリングサンプリングのようなものを国の機関が出せるような仕

組みも考えてほしい。
Q ： 受信側でミキサーを使わずに、変調器を使ってテラヘルツ波を直接光へ変換するところで、2つ質問し

たい。一つは、テラヘルツで動く光変調器はそんな簡単にできるものなのか。もう一つは、光信号に
テラヘルツが乗っているものを、最後はベースバンドやデジタル信号に落とす必要があると思うが、そ
こはどうなっているのか。

A ： 変調器の作製は大変だったと思う。帯域を確保するためには、光と電波の相互作用長を長くできない
ため、ナノのギャップをつくって電界を局在させ（いわゆるプラズモニクス）、短い距離で相互作用を強
めることをやっている。また、ここに使われている光変調器の材料は通常のリチウムナイオベートとは
違って、非線形光学定数の大きいポリマー材料となっている。ベースバンド信号への変換については、
フォトダイオードで変換すると、やはりテラヘルツのキャリアを持った信号が出てくるので、ヘテロダイ
ンのような方式でダウンコンバージョンしてベースバンドを取り出す必要がある。
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4.2	 	Massive	MIMOの限界とブレークスルー技術

本城	和彦（電気通信大学）

今回の調査活動では主に回路部品や光電融合部品などのハードウェアに焦点を当てていると聞いているが、
システム側の要求を聞いてそのままデバイス開発ができるという状況ではない。これまでの化合物半導体デバ
イスの研究の歴史をふり返ってみると、将来どのような部品が生き残るか正確に把握できずに部品を開発し、
後から「それはなくても大丈夫」と言われる例が散見される。

そこでB5Gや6Gといった分野で同じ間違いをしないように、図4–2–1を用いて次世代ワイヤレス通信シス
テムの要求諸元から解説し、Massive MIMOの現状と課題、そしてブレークスルーと言えるかどうか分から
ないが、新しい考え方を紹介する。私自身はMIMOの研究者ではないが、デバイス開発とシステム開発の境
界領域で活動をしている。

まず次世代の要求諸元の超高速性について述べる。5Gでの通信速度は10Gbpsであり、ベストエフォート
レベルで達成されているが、多くの人はこれが達成されたのはマイクロ波からミリ波へ周波数が上がったから
であると解釈している。5Gで10Gbpsならば、次はテラヘルツ帯だから100Gbpsと言われている。正確には
400ギガイーサーとのシームレス化を目標に400Gbpsと考えるのが妥当だ。しかし、これはテラヘルツだから
できるということにはならない。1Hz当たり何ビットが送れるかという通信容量は、Massive MIMOでは
100bps程度まで来ている。したがって、100MHzの帯域があれば10Gbpsは送れ、6GHz以下の周波数だ
けで5Gは間に合う計算になっている。6Gになったときに、もし400Gbpsを目標とすると、同じ周波数利用
効率を前提とすると4GHz幅のベースバンドの帯域があればよく、例えば2GHzから6GHzまでを全て6Gに
割り当てられれば、そこで400Gbpsを達成してしまう。ところが、実際には既に別の用途でこの周波数帯が
利用されているために、ミリ波帯の28GHz、39GHz、さらには別の発表では125GHzも登場したが、高い
周波数を政策的に利用せざるを得な状況になっている。高い周波数では帯域幅は広く確保できるが、そのと
きに4GHzの帯域で本当に済むのか、つまり高い周波数で高い周波数利用効率を確保できるかが大きな関心
事となるが、現状では誰も答えていない状況である。

次に超多数接続について述べる。3GPPでは5Gにおいては100m2 に１端末を想定している。各端末に指
向性ビームを割り当てると仮定して半径100mの基地局で必要なビーム数を計算してみると、314ビームが必
要となるが、これは公衆移動体通信ではまだできていない。将来6Gでは5Gの100倍の多数接続性が必要と
されており、基地局のカバーエリアを極端に狭くして、ピコセルからフェムトセルにならざるを得ない。しかし
LANの分野のWi–Fiでは半径10m程度の無線接続が各家庭で既に実現されていることを考えると、6Gは意
外と目の前にあると考えることもできる。

低遅延性については、5Gでは1msと定めている。真空中の電磁波は1msの間に300kmしか進めないから、
往復の片道分で150kmを越えると、他の遅延時間はゼロで接続できたとしても、結局150kmの範囲内でし
か成立しない。6Gの目標遅延時間は一時期0.1msという人達もいたが、最近は控え目になって1msとなっ
ている。また、ローカル5Gが注目されているが、ローカル化したサービスではこのような低遅延が可能となる。
以上が、デバイス部品サイドから見える概況である。
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最初の超高速性のところに戻り、Massive MIMOの原理を簡単に説明する。図4–2–2では、送信機が２個、
受信機が２個あって、その間を伝達関数Hが結んでいる。この伝達関数は事前に測定しておく。10msに１回
ずつ端末からサウンダーを発して、インパルス応答を求める形で測定される。受信信号Rから、HT=Rという
代数方程式を解けば、送信信号Tが求まる。代数方程式を解くには逆行列を掛ければよいが、Hというのは
正方行列ではなく長方行列が一般的なので、左側のZero Forcing法においては、まず自分自身と転置を掛
けて正方行列化し、それを逆にするという方法が取られる。右の特異値分解（SVD: Singular Value 
Decomposition）法は固有値分解法であるが、対角化された成分Dを正規化された固有ベクトルから成る
UとVに挟んだ形で分解できる。そうする、図の右上で黄色くなった部分のように固有値分解（特異値分解）
でき、直接ルートλで送信と受信がつながるようになる。ルートλのλはパワーゲイン（電力利得）に相当する。
同軸ケーブルでつなぐと１になる。無線では、距離が離れると受信信号は100分の1、1,000万分の1という
ように減衰するが、普通に減衰した受信信号から固有値分解あるいは特異値分解をして固有モードを出して
も、電力ゲインとしては非常に小さくなってしまう。一番望ましい方法は、強い受信信号が得られるように送
信側で送信ウェイト信号を掛けるのがよい。これがMassive MIMOの基本原理である。

図4–2–1　　　次世代ワイヤレス通信システムの要求諸元と対策
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次にMIMOにおけるチャンネル容量の飛躍的拡大について説明する。図4–2–3の黄色部分の式はよく教科
書に出てくるシャノンの定理である。信号と雑音の比SNRが関係するが、2×2 MIMOの場合には、先ほど
の特異値分解により２つの固有値でチャンネルを２本作ったので、２つをlogの項を加算するが、まとめると
掛算になり固有値の積の項が出てくる。これがMIMOの寄与の項であり、基本的にビームフォーミングして、
ビームを重ねて信号を強くした効果が見えてくる。N×NのMIMOでは、logがN回加算されるが、logの真
数は掛算で増えていく。

図4–2–2　　　MIMO信号処理のZF法とSVD法

図4–2–3　　　MIMOにおけるチャネル容量の飛躍的拡大
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以上のことから、仮定を置いて整理すると図4–2–4の右下の式が導かれる。2年ほど前に電子情報通信学
会で大鐘先生が解説しているが、送信アンテナ数とスループット（1Hz当たり何bps送れるか）の関係として、
送信アンテナ数を増やすとスループットが増加する。図の左側のグラフで、現在の5Gを仮定して送信アンテ
ナ数が50程度のところを読むと、100bit/（s・Hz）となるので、100MHzの帯域幅があれば10Gbps送
れるということになる。送信アンテナ間に相関があると、スループットは低くなる。このグラフの計算の前提
は、送信側相関係数が0.9、受信側相関係数が0.5としている。ミリ波でもテラヘルツ波でもこの程度の値で
あれば、今までの通信の理論をそのまま拡大していくことができる。

このようなMIMOを実際に無線機に展開する場合の一例が図4–2–5のデジタルビームフォーミングである。
送信データストリームは、ベースバンドでプリコード処理され、フェイズシフタを必要とせずに複数の送信ア
ンテナから送信される。パワーアンプでは、入ってくる信号は振幅が全て異なるので、プレディストータ（歪
補償回路）が全送信アンテナで必要となる。ここでは、送信側でD/A変換器が、受信でA/D変換器が必要
となる。この変換器のおかげで非常にスマートなシステムを構成できる。実はこれらは高価であり、現在の日
本では作れなくなっている戦略物資と言えるものである。5GではSub 6GHzの周波数で動作するデバイスで
あるが、ミリ波以上の高周波になるとどうなるのか見えていない。

ビームフォーミング技術としては、プリコード処理をデジタル部とアナログ部に分けるハイブリッドビーム
フォーミングもある。なお、アナログビームフォーミングは、40年前のフェイズドアレーレーダーのプロジェ
クトでも実施されていた長い歴史を持つ技術である。このように構成方法が変わると、要求されるデバイス性
能も大きく変わる。

図4–2–4　　　MIMOの優位性と限界
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ところで、図4–2–2に戻ると、固有モード伝送の線の太さ（電力ゲイン）は様々である。ミリ波からテラヘ
ルツ波に入ったときにこの太さがどうなるか正確にはわかっていないが、テラヘルツ波でも太いのではないか
と期待されている。伝達関数行列式はその固有値の積に等しいので、一様な行列要素の行列式が零になって
しまうことを勘案すると、本当は行列要素が一様になりやすいテラヘルツ帯では環境条件をしっかり決めて検
討する必要がある。例えば、反射板を置くとどうなるか、電磁波自体が広がらない性質を持っているものを使
うとうまくいくか、エネルギーを集中できることで大きな伝達関数にならないかなどが気になるところである。

そのような検討の一つの例として、我々が4年ほど前に行ったループアンテナアレイを用いたOAM（軌道
角運動量）の波の固有値伝送を紹介する。図4–2–6に示すように、大きさの異なるループアンテナが４つあり、
いずれも12GHzで共振する。これを対向させると、大きいループに入れた信号は大きいループにしか出ない、
小さいループは小さいループにしか出ないという現象を確認できる。送信アンテナも受信アンテナも、アンテ
ナ間の相関係数はゼロになる。先ほどの普通のMIMOアンテナでは実現できないようなアンテナ間の非相関
性を実現できている。これで伝送実験を行うと、不要波に対して20dB程度高い受信信号がループ径の同じア
ンテナからしか出てこないことが実現できた。パワーゲインも10分の1程度であり、普通のMIMOと比較す
るのは難しいが、かなり大きい値である。つまり、この実験系では、何も信号処理せずにMIMOの固有値分
解ができているということになる。プリコード処理等の複雑な処理なしに、周波数の利用効率を向上できてい
る。

以上の説明で言いたかったことは、テラヘルツ波はセンサー、レーダーなどでも必要であり、研究開発をや
らなければいけないが、通信に対して過度に期待するのはまだ危険だということである。6Gで本当にテラヘ
ルツ波が全てだろうか。いざとなったら2GHzから6GHzまでの帯域を全て通信用にしてしまって解決すべき
課題かもしれない。 RoFを使うときもテラヘルツ波にすることは必須ではない。 RoFで送る無線信号を4～
5GHzあたりにすれば、普通のスマホの受信機でその信号を受けられる。逆方向では、スマホの普通の無線
機で返信したものを、張り出し基地局に相当するところで電子光変換すれば元に戻してくれる。あまり１つの
ことに囚われず、少し引いて広く見る必要があるだろう。最後に、我々はOAMの実験を4～5年やっており、

図4–2–5　　　デジタルビームフォーミングMassive	MIMO
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OAMが使い物になるかどうかは別にして、今後の取組としてどうすればよいか、かなりヒントになると思って
いる。

【質疑応答】
Q ： このOAMは、近距離かつ対向で、軸もずれてはいけないというぐらいのかなり微妙な通信に感じるが、

実用化される目処はあるのか。
A ： 軸は自分の直径程度はずれてもよいので、完全に一致する必要はない。6Gでラストマイルではなくラ

スト10メートルが必要な場合、軸の関係で秘話性があるものもよいと思う。 OAMの波は周波数が低
いほど広がるが、受信のアンテナの方を大きく配置するとその弱まった信号を強く合成できる。これも
実用的な可能性がある。通信環境に反射板を置く解決方法だけではないと思う。 OAMは様々な研究
機関で我々の方法とは異なる方式で研究されている。ビームアンテナを使って信号処理によって軌道角
運動量の電磁波を出す場合には、送信アンテナ間を非相関化するMIMOとの差はないのでないかとい
う議論もあり、我々の実験は思考実験の一つと思ってもらってよい。

Q ： 実験ではループアンテナを４本並べているが、このOAMの直交モードはこの半径で決まっているのか。
A ： 小さい半径は定在波が１個乗って、その次の小さいループには２個乗っている。
Q ： その指向性は半径で決まっているのか。
A ： 円錐型に出ていく感じで、昔から使われている通常のループアンテナの指向性と同じように広がってい

く。
Q ： アナログでやるところはよいと思うが、そのときに帯域はどうなるのか。
A ： 帯域は共振器の帯域で決まっており、大体100MHz帯域幅である。ループ共振器の周波数を変えると

だんだん共振がずれてきてしまう。ここでは100Mサンプル／秒の信号発生器で16QAMをかけて１
つのループ（チャネル）に出している。100MHz帯域あれば先ほどのMIMOの説明のように相当やれ
るので、広い帯域が必要なわけではない。

図4–2–6　　　ループアンテナアレイOAM波の固有値伝送（信号処理なし）
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Q ： 定在波ということは、ビーム自体は角運動量を運んでいないという理解でよいか。
A ： そうではない。信号は進行波として右回りと左回り、つまり直交する+jmφと–jmφであり、それを足

した縮退直交モード（コサインとサイン）になってQAM信号になる。
Q ： プラス1とマイナス1の重ね合わせを飛ばしているということか。トータルではゼロということか。
A ： そのとおりである。その意味では、位相は一定という形になる。
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4.3	 	THzメタサーフェス技術

真田	篤志（大阪大学）

ドイツのフラウンホーファー研究所の実験で、140 GHz帯の電波を使って100メートルの通信に成功して
いるが、これは見通し通信である。ミリ波通信を実際のネットワークに組み込む場合、ベースバンドユニット
と端末との間に使うことになると考えるが、必ずしもこの見通しが取れるとは限らない。実際の環境中では取
れないことの方が多いだろう。そのため、１回反射させる、あるいは電波が通り抜けられる物体（クローキング、
透明マントなどと呼ばれる）を使う、などの対応が必要になる。

これらのような、自然の材料が示さない特性を示すデバイスが、メタマテリアルやメタサーフェスである（図
4–3–1）。それらを実際に作ることができれば、極めて高い電波の制御を実現することが可能になる。例えば、
特定の方向へ電波を反射するためには異常反射（入射角と反射角が違う反射）が有効である。その異常反射
において、不要な反射を完全に消してしまって100％所望の方向にだけ送れるようにしたい。さらに、動的に
制御することが可能であれば設置の自由度が高くなる。加えて見た目の美しさも重要である。

これらの特性を持つ物質を、メタサーフェスを用いて実現するための研究開発が既に行われている。 NTT
ドコモは、2018年に国内でメタサーフェス反射板を使って5G通信エリアを拡大する実証実験に成功しており、
タイ・バンコクでも実環境での実証実験を行った。電気興業も2021年5月にメタサーフェスを使って5Gカバ
レッジエリア拡大の実証実験に成功している。また、NTTドコモが発行した6Gホワイトペーパー（https://
www.nttdocomo.co.jp/corporate/technology/whitepaper_6g/）にも記述があるように、メタサーフェ
スによる反射、透過、集光を使って通信エリアの拡張を実現するための研究開発が進んでおり、どのように活
用するかの検討も進んでいる。 KDDI総研でも、28GHz帯と39 GHz帯の2つの周波数帯に対して働く透明
メタサーフェス反射板の開発に成功しており、5Gカバレッジエリア拡大に向けた実証実験が行われている。た
だし、このデバイスの反射特性を見ると、不要な放射が充分に抑えられていない。電波の強度低減を抑える
ために、所望の方向への反射効率を向上して100％に近づけるという技術的課題は依然として残っている。

さらに、動的な制御も必要になる。2021年10月にKDDI総研とジャパンディスプレイが共同で、液晶のメ

図4–3–1　　　カバレッジ確保のためのメタサーフェス技術
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タサーフェスを作って反射の方向を動的に変えることを目指した実証実験を行っているが、まだ性能の詳細は
明らかにされていない。個別のデバイスを周辺環境に合わせてアダプティブに動かすという方向性もあるが、
複数のデバイスをネットワーク的につなぎ、全体として動かして利用するという方向性もある。後者の方向性
についても検討していくべきだろうと考える。

我々のグループで行っているD帯（140GHz）での完全異常反射メタサーフェスの例を紹介する。入射の
角度と反射の角度が異なるものを異常反射と呼ぶが、これをどうやって実現するか。単純に考えれば、局所
的な反射位相勾配、入射波と反射波の位相の差を与えるような構造体を置けばよさそうであるが、実は局所
的な勾配を与えただけだと必ず不要な反射が起こる。異常反射がマクスウェル方程式の境界条件を満足しな
いことが原因である。入射波と反射波の角度差が大きくなるにつれ、所望以外の方向への反射が起きて効率
が低下する。図4–3–2のグラフは、局所的に位相勾配をつけたメタサーフェス（下側のオレンジ色部分）に
正面方向から電波を照射して反射をシミュレートしたものである。所望の方向（入射波に対して右側70度方
向）に反射波ができているが、正面方向に戻る成分も含めて、それ以外の方向への反射が起きている。この
シミュレーション（70度）の場合、入射波電力に対する所望の方向への反射電力の比は76％であり、24％
分の電力が他の方向に反射されていることになる。

これを改善するために様々な取り組みがなされてきたが、所望の方向に100％反射できる手法が確立されつ
つある。面内伝搬波、すなわち面内で伝搬する波を利用する。反射面内に電力が余剰、あるいは欠乏してい
る部分が存在し、それらが不要な反射を形成しているため、それを基板の中で融通できる設計を行う（図
4–3–3）。この設計を非局所利得－損失設計と呼んでいるが、局所的ではなく非局所に電力を融通する設計で
ある。この設計には非常に負荷の高い電磁界計算が必要になるが、最先端のコンピュータを使うことで最適
化が可能である。

図4–3–2　　　従来設計の場合の反射特性
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このような手法を用いると、不要な反射を除去し、所望の方向にだけ反射させることができる。この反射を
完全異常反射と呼ぶ。基板内部での誘電損失や導体損失は避けられないが、完全異常反射を実現することで
反射効率を向上させることができる。

メタサーフェスに垂直方向から入射される8GHzの電波を70度方向に反射する場合、従来設計における理
論限界は7割程度であるが、非局所利得－損失設計を用いると94％の反射効率が実現できた。すなわち、ほ
ぼ基板の内部損失だけという状態が実現できる。逆に言うと、ミリ波などでこのようなデバイスを実現する場
合、使用する材料が効率を決める。材料特性の計測・評価や、それに基づいた材料選びが重要になってくる。

図4–3–3　　　完全異常反射を実現するための非局所利得－損失設計

図4–3–4　　　D帯で完全異常反射を実現するメタサーフェスの構造
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図4–3–4は我々のグループがD帯（140GHz）に対して設計した完全異常反射メタサーフェスである。既
存のフォトリソグラフィを使って実現可能なサイズの金属を並べ、配列周期を最適化した。使った基板は
COP基板に銅を張りつけたもので、100ミクロン程度の厚みである。通常の製法でつくれるもので、非常に
安価に製作できる。

図4–3–5の左図はレーダ断面積で、正面から140GHzの電波を入射したときにどの方向に電波を反射する
かを計算した結果である。黒線は最適化していない場合、赤線は60度に反射するように最適化した後の結果
である。最適化により、所望の方向以外への反射が全て抑制され、60度方向に電力が集中できている。この
条件では、基板内部の損失を除き、反射効率が最適化によって99.9％にまで向上している。

誘電率を変えた場合の計算も行った。誘電率が10％もずれると反射効率が2割程度低下する、という結果
となった。この計算は140GHzの周波数で行っているが、材料物性に対する高精度な測定が必要だというこ
とがわかる。従来は、いくつか試作してみていいものを選ぶということをやっていたが、正確な誘電率データ
を取得することが可能になると、試作回数を劇的に減らすことができるようになる。

図4–3–6の左のグラフは、我々が設計したデバイスの反射効率をシミュレーションした結果である。赤丸が
最適化したもの、青丸が最適化していない段階でのものである。反射角度が大きくなると反射効率が低下す
る傾向があるが、それでも最適化によって高い反射効率を確保できることがわかる。図4–3–6の右のグラフは、
最適化したデバイスについて電力損失を損失要因ごとに分離した結果を示している。青が基板内部の損失、
赤が不要な反射による損失を表している。大半が基板内部の損失という状態にまで追い込めていることが示
されている。

図4–3–5　　　最適化前と後のレーダ断面積のシミュレーション結果の比較
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以上、完全異常反射メタサーフェスを実際につくることができる、ということを示した。我々のグループは
140GHzの周波数で設計し、その実証実験を行っている。今後は同様の取り組みを220GHz、300GHzにも
展開する。また、デザインのための計算時間が非常に長くなるため、材料とデザインをセットでデータベース
化していきたい。さらに、動的制御の実現も目指している。

最後に今後の展望について述べる。リコンフィギュアラブル・インテリジェント・サーフェス（RIS）と呼ば
れるデバイスの開発が各地で行われている（図4–3–7）。メタサーフェスとしては第3世代（インテリジェント
反射板）と呼ばれるデバイスであるが、ネットワークに接続することで協働的に動作させ、伝搬環境を動的に
制御する試みが進んでいる。

図4–3–6　　　最適化による反射効率と損失要因

図4–3–7　　　展望：	リコンフィギュアラブル・インテリジェント・サーフェス（RIS）
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図4–3–7の右上の棒グラフは論文数の年次変化を示している。メタサーフェスは赤線、インテリジェントサー
フェスは緑線である。メタマテリアルという分類の中でメタサーフェスは少し後発の分野であるが、その中でも
インテリジェントサーフェスが2020年頃から立ち上がってきている。

【質疑応答】
Q ： メタサーフェスの場合、共鳴構造を利用するイメージがあり、動作周波数が限定的になる印象を持って

いるが、実際はどのようになっているのか。
A ： メタサーフェスでは共鳴は使わない。そのため、非常に広帯域で動作するものが多い。
Q ： 帯域幅はどの程度か。
A ： 比帯域で言うと、16％とか20％といった値が得られている。
Q ： より広帯域にならない理由は何か。
A ： 反射の場合、自由空間の波長と基板の中の波長の関係性によって決まる部分がある。また、効率を上

げようとすると微細な配置を制御することになるが、それが帯域を狭めることにつながる。すなわち、
効率と帯域はトレードオフの関係にある。

Q ： メタサーフェスを実際に使用する場合、当初は固定のメタサーフェスを設置するだけだが、将来的には
それが自動で動くようになる、という理解でよいか。屋外に設置する場合、ビルの側面とかに全面設
置されるようなイメージか。

A ： そのとおりである。最初は固定型のデバイスでどこまで効率が上がるか、という研究開発をやっていた
が、自動で設定できる方が望ましいので、次の目標は動的デバイスに置いている。基本的に、ターゲッ
トとなる送信・受信先が決まると、設置場所はある程度限定されると想定しているが、若干の調整の
ために動的デバイスを置く必要があるだろう。ただし、例えばサーフェス自体がネットワークにつなが
るようになると、状況が変わる可能性がある。様々な場所に動的サーフェスを設置しておいて、個々の
デバイスの向きを協働的に変えるとか、二重に中継していくとか、そういったことはあり得るだろう。

Q ： 動的なメタサーフェスはどの程度の制御が可能か。例えば液晶を使った例があったが、反射の角度と
してどの程度、制御できるのか。液晶を使う方法以外にどういった方法の実現可能性が高いか。

A ： 液晶を使った例の場合、データが公表されておらず不明である。我々のグループでは、例えば±30～
75度ぐらいの範囲で動作するのは確認できている。液晶以外の方式では、例えばバラクターダイオー
ド、PINダイオードのようなデバイスを用いて電気的に制御する方式や、伸縮可能な基板の上につくり
伸縮によって角度が変わるといったデバイスもあり得る。実際の使用環境では、後者の方が使いやす
いかもしれない。
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4.4	 	無線・光融合に向けた異種材料集積光回路技術

西山	伸彦（東京工業大学）

以前より異種機能集積と異種材料集積という２つの軸を持って、それを組み合わせることであらゆる材料を
活用して光、電子、無線のシームレスな融合の実現を目指している。ここでは、まず接合の話をした後、大規
模光集積回路、オンチップ光配線に向けた取組を紹介したい。

2030年頃に6Gが出て、しばらくした社会がどのようになっているのかを想像すると、個人にカスタマイズ
された大量のデータが流れる社会となり、あらゆるところで計算や通信リソースが必要になっていると考えて
いる。コロナ禍以前の調査であるが、通信トラフィックは2035年に向けて急激に伸びていく。注目したいの
は、コンシューマーのほうの伸びが大きいことである。光技術は大陸横断からサーバのラック間通信までが既
に実用化されており、今後も、より高速で多機能性を求められている。一方、ボード間やLSIの配線、さらに
オンチップの光配線は研究開発中であり、特にキーになってくるのはシリコンとの互換性である。距離は短く
なるが、低消費電力性やデバイスサイズの縮小がポイントである。

異種材料集積という観点からは、Ⅲ–Ⅴ族フォトニクスとシリコンフォトニクスという２つのフォトニクスの
材料があるが、例えばⅢ–Ⅴ族のInPやGaAsの屈折率は、コア材料（GaInAsP）が3.4、クラッド材料（InP）
が3.17である。一方、シリコンフォトニクスではコアがシリコンなので、屈折率が3.45、クラッド（SiO2）
が1.45であり、Ⅲ–Ⅴ族フォトニクスよりも大きな屈折率差がある。Ⅲ–Ⅴ族は化合物半導体なので、材料組
成を変えることで波長を変えるなど、様々なエンジニアリングが可能になる。このため、光学的物性値をうま
く選択することでレーザや増幅器が作製可能であり、世の中に光通信の光源や受光器を供給している。しか
し、材料が柔らかいこともあり基板が大型化できない。また材料費が高いという問題も抱えている。シリコン
フォトニクスは大きな屈折率差により光を強く閉じ込めることができ小型化が可能であり、CMOSプロセスと
の互換性による大量生産が可能である。将来的には光電子融合回路が実現可能で、大規模集積回路も期待
できる。ただし、光利得など光学的物性値が必ずしもよくないので、半導体レーザなどはシリコン材料で実現
できない。

以上を踏まえると、いいとこ取りが必要である。さらに単純に「1 + 1」ではなく、うまい組合せをすると
２以上になるというのが異種材料集積の利点である。そのためには、まず材料を接合する技術が要る。ハン
ダでつけることもできるが、光は金属材料が使用できないので、間に何も入れないやり方、もしくは透明な材
料でつけることがポイントになる。アプリケーションによって、図4–4–1に示す様々な接合技術を使い分けて
いる。特に大規模集積回路では右下の小片接合を利用し、大量のチップを大きなシリコン基板に接合する。
ここではツバメのマークが小片接合でできているが、このような技術を使って大規模光回路の実現を目指して
いる。
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図4–4–2に異種材料集積技術を利用した大規模光集積回路を示す。パッシブ素子はシリコンフォトニクス、
光素子やアクティブ素子はⅢ–Ⅴ／シリコン異種材料集積で作製し、DSPや電子アナログドライバーなどの電
子回路を乗せることによって、ワンチップで超広帯域大規模光トランシーバの実現を狙っている。

実際にアクティブ素子を集積した電子顕微鏡写真を図4–4–3に示す。シリコンとⅢ–Ⅴ族半導体とのハイブ
リッドになっていており、レーザ発振を起こす。右側にシミュレーション結果を示すが、サブミクロンの構造を
つくることで光学的に異種材料を一体化するデザインが可能となっている。 SOI基板上にシリコンフォトニク
ス回路とハイブリッド集積することで、レーザ、増幅器、受光器などのアクティブ素子形成、ワンチップ集積
が可能になっている。

図4–4–1　　　様々な異種材料接合技術

図4–4–2　　　異種材料集積技術を利用した大規模光集積回路
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一方、LSI配線などの短距離通信では小型低消費電力レーザが必要である。そのためのメンブレン光集積
回路を提案している。これはⅢ–Ⅴ族の半導体層を非常に薄く（数百nm）して上下を空気やガラスで閉じ込
める。つまり、シリコンフォトニクスの屈折率差をⅢ–Ⅴ族の半導体に適用するというものである。Ⅲ–Ⅴ族半
導体の中心光が強く閉じ込められるので、通常のレーザの３倍の光閉じ込め係数を実現することができ、わ
ずかな電流でレーザ発振を起こすことができる。図4–4–4の左側にSEM写真を示すが、ここでは導波路に対
し回折格子が縦に切ってある。電流は上下に流せないので横から流す。右側に特性を示すが、しきい値が
0.44mA、最近では0.2mA以下というのも実現できている。光が非常に強く閉じ込められているので、物理
的に小型なことが特徴である。さらに、わずかな電流で大きな帯域のデータ伝送を行うことができ、1mAの
バイアス電流で20Gbpsの伝送を実現することができている。これはデータ伝送のエネルギーとしては98fJ/
bitと非常に小さいエネルギーを実現できてる。同じようにやれば、受光器もつくれる。

図4–4–3　　　SOI基板上のアクティブ素子集積

図4–4–4　　　メンブレン光集積回路の電子顕微鏡写真とレーザ発振特性

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 65CRDS-FY2021-WR-07

科学技術未来戦略ワークショップ報告書　　次世代通信技術の高度化に向けた無線・光融合基盤技術

次
世
代
通
信
技
術
に
向
け

た
挑
戦
的
な
無
線
・
光
融

合
基
盤
技
術
の
研
究
開
発

4



メンブレン光回路はⅢ–Ⅴ族だが、LSIの上に乗せようとすると図4–4–5に示すように光の配線も多層化し
なければならない。これが電気の配線に比べて難しいところで、電気の配線は金属を這わせればできるが、
光では縦方向への接続は難しいので、グレーティングカップラーと回折格子のペアを使い、LSIでよく使われ
ているダミーメタルプロセスを流用することで、上下にメタルミラーを設けることを提案している。80％程度の
結合で50Gbps程度の信号を下の層から上の層に出すことができるようになっている。

ここでテラヘルツの話題に触れたい。図4–4–6は光信号－テラヘルツ信号変換と呼ばれるものである。左
上はGaInAsの比誘電率の式である。光を当てると自由電子が発生するので、半導体を金属化することがで
きる。通常はテラヘルツに対してはほとんど透明だが、キャリアを発生させることによってテラヘルツに対して
ブロックするシャッターの役割を示すことが分かっている。これは1THz～2THzで非常に良好なブロック特
性を有することが理論的に分かっている。実際にバルク半導体によって原理検証したが、光の「１・０」の信
号をテラヘルツの「０・１」の信号に変換できることを示した。このような技術を使うと、テラヘルツ用の
RTDなどを用いてCWのテラヘルツ発振し、導波路のシャッターでテラヘルツ信号に変換して外に飛び出させ
ることが可能となる。最終構造はまだできていないが、導波路単体の測定はNICTの施設を利用して成功して
いる。

図4–4–5　　　多層光配線

図4–4–6　　　光信号–THz信号変換
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メモリ帯域に比べてネットワーク帯域は非常に遅く、狭い。これを2030年代に到達する10Tbps程度のメ
モリ帯域と同じにすることによって、メモリとの連携もうまくいく。その場合は、DSPが重要になる。現在の
光トランシーバは光部分ではなく電子回路が大きな消費電力を占めている。これを解決するために、大規模
光集積と電子回路を一体設計することによって消費電力を低減したい。電気と光のボーダーを変えて、電気
の仕事を光にオフロードしてやることで、電気回路が消費する電力を下げることができると考えており、
PETRAのNEDOプロジェクトの中で行っている。オンチップという観点からは、LSIをさらに速くするために、
LSIのグローバル配線層を光回路に置き換えることでトランジスタの高性能化をLSIの高性能化につなげるこ
とができると考え、研究を行っている。

最後にまとめる。異種材料集積技術は高い歩留まりで接合できる段階まで進歩している。それを利用する
ことでテラビット時代の高帯域トランシーバや100fJ/bit以下のエネルギーコストで信号伝送ができるように
なってきている。

この分野をますます発展させることに関して、ものづくりの観点からコメントしたい。日本の大学は物性研
究者が多いが、デバイスまでいかない、もしくはいけないケースが多い。その理由の一つに、すぐ近くに装置
がないという問題をあげたい。もちろん産総研やNICTの拠点に大型装置を入れることも重要だが、全体の
装置導入レベルの底上げが必要である。例えば、半導体の産業界では当たり前のｉ線ステッパは日本の大学
には数台しかないと思う。これを国家予算だけに頼ることは難しいので、企業の寄附にも期待したい。海外で
は、インテルやASMLなどの中古装置が様々な大学に存在している。日本の中古装置はすぐ売られて、中国
に行くケースが多い。以前、ある企業の経営者は、日本で多くの寄附をすると「それだけ儲けているのなら税
金を払え」ということになると言っていた。もしかすると、うまく税制を変えてやることによって企業の寄附が
多くなり、日本の大学全体のものづくりのレベルが上がるのではないかとも考えている。

【質疑応答】
Q ： 消費電力の関係で光の役割を大きくすることについて具体的に取り組みは何か。
A ： 例えば多値変調をつくり出すとき、通常はデジタル信号をドライバーでアナログ変換して変調器に入れ

るが、デジタル信号を光変調器に直接入れて多値化を実現すると、アナログのドライバーが不要にな
り消費電力を低減できることなどがある。

Q ： アナログ応用を踏まえ、光源、変調器、フォトダイオードなどのコンポーネントの性能、集積化はどう
なっているのか。

A ： フォトダイオードはできている。またレーザのほうもだいぶできているが、変調器が一番難しい。この
ため、今後は変調器の開発を頑張っていかなければならない。

C ： 誘電体のテラヘルツ回路の話もあり、それとの融合もうまく進むのではないかと感じた。
Q ： ボンディングの種類をそれぞれ応用によって使い分けているとのことだが、最後は小片接合が良いとい

うことか。
A ： シリコンの300mmウェハに対してⅢ–Ⅴ族は小片接合でやらざるを得ない。プラズマ活性化接合に対

し、表面活性化接合はプラズマ活性化によるダメージが少ないが、熱をかける必要がある。熱に弱い
ものなのか表面ダメージを気にするのかで使い分けている。

Q ： 中古装置を様々な大学に入れたらよいとのことであったが、装置が入ることも重要だが、管理するテク
ニシャンの確保も重要ではないか。

A ： その通りである。
Q ： チップの中に光配線を入れるという話があったが、もしこれができたらコンピューティングアーキテク

チャも変わってくるので、非常に興味深い。チップの中で光電変換をやると思うが、消費電力やレイテ
ンシーなど気になることもあり、コメントがほしい。
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A ： チップの消費電力の面では、光デバイスの消費電力が下がれば下がるほど小さくなってくるので、まず
は光デバイスの消費電力を下げることがポイントである。一番の問題は、我々自身でLSIをつくれない
ので、それが本当にできるのか実証できないことである。 LSIをやっている人には電気で頑張ると言わ
れてしまうので、何とか説得しようとはしているが、そこが大変難しい。

Q ： 世界を見たときに、このようなことを実現したところはあるか。
A ： メンブレンではないが、LSIの中に光を入れることは、ヨーロッパやアメリカでも盛んに行われている。
Q ： 開発した技術のテクノロジートランスファーをするにはどこかの装置メーカーと組むことが重要だと思

うが、どのような状況にあるのか。
A ： 既にNEDOプロジェクトでは、PETRAの中で企業にトランスファーさせている。メンブレンのところ

も最近流れが変わってきている。ものづくりを一旦捨てた人たちも、やはりものづくりがないと今後は
ないと感じ始めて、一緒にやらないかと言いだしており、回り始めているように思える。
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4.5	 	高周波材料特性評価技術

加藤	悠人（産業技術総合研究所）

様々なデバイスやハードウェアの開発基盤となる計測技術に関して、その中でも特に高周波材料特性計測
（Beyond 5G/6Gの材料設計に求められるミリ波帯材料特性評価、産総研で開発した超広帯域材料特性評
価技術、評価技術の国際標準化・製品化）に焦点を当て、産総研の技術開発と取り組みを紹介する。

5Gではミリ波の特に低い周波数が使われ始めており、6Gの中では100 GHz超の高い周波数のミリ波が使
われようとしている。それに当たり、高い周波数帯で使える低損失材料が必要となるので、ミリ波帯での計測
技術が必須である。材料計測ニーズの背景には、低損失化のための材料・プロセス開発がある。高周波回路
の誘電損失や導体損失は一般に周波数が高くなると増大してしまうので、デバイスの低損失化に向けて、低
損失の材料・プロセスの開発が必要不可欠である。アンテナや回路、メタサーフェス反射板において、損失
を決めている材料パラメータは、①「誘電損失」を決める複素誘電率、特に誘電正接（tanδ）、②「導体
損失」を決める導電率であり、低損失化に向けた最適材料・プロセスの選定に当たっては、材料パラメータ
の高精度な把握、特に、ミリ波帯での誘電率や導電率の高精度な計測が必須となる。

6Gで使われるような100 GHz超のミリ波では導体損失の寄与が支配的である。これは、6Gの周波数で
は表皮厚さがサブミクロンのオーダーとなり、表皮厚さと表面粗さが同程度となるからである。これにより、
実効的な導電率は表面状態に強く依存し、一般にマイクロ波帯の値よりも大幅に低下する。従来は、金属線
路と誘電体を張り合わせるに当たって、接着性を高めるために表面を荒らくすること（粗化処理）が行われて
きた。しかし、粗化処理をして表面が荒れてしまうと、図4–5–1に示すように6Gの周波数では導電率が低下し、
それに伴って導体損失が増大してしまうので、金属と誘電体を平滑に張り合わせる表面処理技術などが必要
となる。つまり、実装プロセスの技術開発を効率的に進めるに当たっては、「各プロセスにおけるミリ波での
導電率の高精度な把握」が必須となる。

図4–5–1　　　材料計測ニーズの背景①：低損失化のための材料・プロセス開発
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図4–5–2に示すように、様々なアプリケーションの中で、多くのデバイスや部材、アンテナやメタサーフェ
スや回路が使われている。これらの構造設計は、使用する材料の特性に基づいた電磁界シミュレーションや
解析理論を使って行われている。しかし、材料パラメータは一般的に周波数特性を持つので、例えば1 GHz
の材料パラメータでミリ波の設計をするとずれが必ず生じてしまう。それに対して従来のように試行錯誤しな
がら試作・再設計を繰り返し行う代わりに、動作周波数における正確な材料パラメータ値に基づく信頼性の
高い設計を行うことができれば、設計・開発期間の短縮化を進めることが可能となる。そのためにも、動作
周波数における材料パラメータの値を正確に把握して、それを設計に活用する（設計の高確度化の）仕組み
が必要になってくる。また、ミリ波帯においては低損失材料の選定も重要であるが、高精度の材料計測は材
料やプロセスの選定にも必須である。

図4–5–2　　　材料計測ニーズの背景②：	設計の高確度化

図4–5–3　　　不正確な材料定数に基づく設計例
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不正確な材料定数に基づいたシミュレーションによる設計によって生じる「シミュレーションと試作品との
性能のずれ」について、図4–5–3に示す30 GHz帯の人工メタマテリアル完全吸収体を例に説明する。ここ
での人工メタマテリアル完全吸収体の動作周波数は30 GHzであり、金属の周期構造を作ることで吸収性能
を持たせている。シミュレーションによる設計段階では、導電率の周波数特性（高周波数で減少）を無視し
てシミュレーターに入っている銅箔導電率（銅のバルク値）と基板誘電率（10 GHzのメーカー仕様値で代替）
を用いたことで、シミュレーションと測定の結果が大きくずれてしまった。つまり、不正確な材料定数に基づ
いて設計すると、試作品の性能とシミュレーションでの性能が大きくずれてしまうのである。したがって、吸
収体のように材料の損失を積極的に活用するデバイスでは、導電率の値も非常に重要なパラメータとなる。

本題として、材料計測の技術課題をどのように克服してきたかを紹介する。高損失の材料評価と低損失の
材料評価でとられる方法が大きく異なる。吸収体のようなものに使われる高損失な材料に対しては、アンテナ
を使ったフリースペース法が一般的に用いられる。一方、回路基板等で使われる低損失の材料、いわゆる基
板材料に対しては、フリースペース法では感度が取れないので、共振器を使った方法が一般的に取られる。
ただし、従来あった多くの共振器法では材料計測に基底モードが使われており、ある基底モードの周波数を
上げるためには共振器や測定サンプルを周波数に反比例して小型化させる必要がある。そのような共振器や
測定サンプルの加工精度の限界から、6Gで使われるような100 GHz超での実用的な材料計測技術が確立で
きていなかった。また、基底モードだけではなく高次のモードの励振を計測に利用するには、計測を阻害す
る不要な共振モードをいかに抑えるかが重要であり、難しい技術課題であった。

そのような課題を解決する基盤的な技術として、図4–5–4に示す平衡型円板共振器法がある。その共振器
の構造は、２枚の誘電体のシートの間に金属箔の円板を挟み、そして上下からさらに銅板で挟んで、その銅
板に開いた穴から電磁波の入力と出力を行う誘電体共振器を入れた構造になっている。この共振器では、励
振機構も含めた構造の対称性から、共振器中央に非ゼロの電界を持つTM0m0モード（m＝1, 2, 3,…）のみ
が選択的に励振されるので、20 GHz以下の周波数から100 GHz超の高い周波数まで等間隔のピークが続
いていく特徴をもつ。したがって、不要モードの影響を抑制して全ての高次モードを材料計測に利用できるの
で、単一共振器を使った１つのシステムで超広帯域の材料測定が実現できる。これを誘電体シートに適用す
ると面直方向の誘電率測定が、金属箔に適用すると導電率測定が、同じシステムで提供可能である。

図4–5–4　　　基盤技術：平衡型円板共振器法
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これまでの研究開発の成果を幾つか紹介する。まず、図4–5–5に示す6G向けの誘電率計測の研究開発で
ある。この構造の共振器でどこまで高い周波数まで計測できるかは、実は励振機構が決めている。従来はこ
の部分には1mmの同軸線路が使われており、120 GHz程度が周波数の限界であったが、より細い0.8 mm
の同軸線路励振を使うことで、6Gで求められるようなDバンド（110～170 GHz）の誘電率測定を実現した。

もう一つは、図4–5–6に示すように導電率計測への拡張を行っている。ミリ波では、誘電率だけではなく導
電率も把握する必要があるが、この共振器で２回の測定を行って比較解析することで、誘電率だけではなく
導電率の計測にも適用できる。例えば、バルク金属箔の計測の場合は、初めに導電率が分かっている基準銅
円板で共振器の測定を行い、この円板を測りたい被測定物に交換して２回目の測定を行う。その結果からQ
値を解析することで、バルク金属箔の導電率を100 GHz超まで計測することが可能となる。また、誘電体に

図4–5–5　　　6G向け誘電率計測の研究開発

図4–5–6　　　6G向け導電率計測の研究開発
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金属が張り付いた基板の界面導電率計測もこの共振器法で可能であり、金属円板の代わりに円形のパターン
を使って、回路形成プロセスを反映した導電率の特性の把握ができるようになる。

最後に、技術普及策として国際標準化と製品化の話をする。平衡型円板共振器法による誘電率計測（上限
110 GHz）に関して、IECでの国際標準化を2020年12月に達成（IEC 63185）した。今後も経産省の支
援の下で、平衡型円板共振器法の上限周波数の拡大（IEC 63185の改訂提案）や平衡型円板共振器法によ
る導電率計測（新規提案）に関する標準化も進めていく予定である。 Beyond 5G/6Gの材料計測の業界ス
タンダードとなるためには、（公的な機関での話し合いの結果としての）デジュール標準化は重要な取組にな
ると考えている。製品化に関しては、産総研からの技術移転によって、計測機器メーカー・キーサイト社より
平衡型円板共振器法による材料計測システムが製品化されている。

また、産総研では6Gに向けた材料開発も全社的に進めているところであり、10年後の6Gを見据えた素材・
製造技術の高度化による産業価値の創造を目指して、「6G実現に向けたセラミックデバイスのスペックロード
マップ」を策定し、2020年12月7日にニュースリリースを行った。

まとめとして産総研での材料計測技術に関する今後の研究開発の方向性を紹介する。今後の方向性の１つ
は、さらなる高周波化を目指して、300 GHzまでの誘電率・導電率計測の研究開発をNEDOポスト5G先
導研究「6G向けミリ波・テラヘルツ帯基地局の高度化のためのアンテナ技術の研究開発」にて実施中である。
もう一つは、計測対象の拡大として、本日のワークショップのテーマでもある「光と電波の融合に必要不可欠
な変換器」に使われるような半導体材料・非線形光学材料・磁気光学材料等の計測において、高い周波数
での計測が必要になってくるので、具体的な材料パラメータのテンソル計測（異方性、非対角項）・非線形材
料計測・透磁率計測の必要性を認識しており、今後検討していく予定である。

【質疑応答】
Q ： 今回の話はバルキーな素材の材料パラメータの計測だと思うが、この技術を半導体に拡大していくとき

には、この計測方法と同じなのか、それとも違うものになるのか。
A ： 紹介した方法は、いわゆるバルキーなシート状の基板材料に対しての計測技術である。ミクロなオー

ダーでの計測としては、マイクロ波顕微鏡が代表的である。 AFMのような形状で材料表面に局所的に
電磁波を当てて表面状態を観察し、そこから誘電率まで求めていく方法である。産総研でも取り組ん
でいるところであるが、今回の説明からは割愛した。

Q ： この計測結果はデータベースとして公開されているのか。もし公開しているのであれば、どのくらいの
種類の材料を測っているのか。また、これからどのようなものにまで手を伸ばしてデータベース化して
いくのか。

A ： 産総研としてデータベースの提供は行っていない。もちろん、このようなミリ波の特性は世の中にもあ
まり知られていないので、このような計測技術を基盤としてデータベース化までを行う必要はあると思
うが、単独では難しく、まだ行われていないのが現状である。

C ： 最近、様々なメーカーから、「ファントム（人体と類似電気特性を持った模擬生体）を考えるための材
料特性を知りたい。そのようなデータベースはあるか。」という問い合わせがある。精度があまり保た
れていないデータベースはあるが、今回紹介されたように、データの精度が違うと試作品の性能とシ
ミュレーションでの性能が大きくずれてしまうので、やはり高精度なデータベースが必要であると思う。
今後の産総研の高精度なデータベース化に期待したい。

Q ： 大学関係者等から「このような測定装置は大変高価なので、なかなかこの領域に手が出せない」とい
う話を聞くが、共用設備の形で提供されるようなことはないのか。

A ： 周波数が上がれば上がるほど装置の価格も上がっていくので、１大学や１企業で投資できる金額では
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ない。共用設備として表立って産総研で行っているものは特にないが、様々な企業からの引き合いはあ
る。まずは受託計測として、それぞれの企業が開発した材料を評価するサービスを数多く行っている。
企業側としては、開発した材料に見込みがあると判断すれば、本格的に自社内に評価設備を投資する
流れになると思う。我々は設備投資の可否についての判断材料を受託測定サービスとして提供している
ところである。

C ： できれば文部科学省マテリアル先端リサーチインフラ事業（ARIM）等の形で皆が共用できるような
仕組みができるとよいと思う。

Q ： そのような意味では、産総研は非常に技術が進んでいると思うが、大学レベルで突出してやっていると
ころはあるか。

A ： 国内の大学では、宇都宮大学も先端的な取組をしている。また、日本の中小企業でも、先ほど具体的
に名前が出てきた（株）関東電子応用開発が2020年4月1日に社名をEMラボに変更して、非常に
高いレベルの材料計測技術を販売している。

Q ： マイクロストリップ線路の面荒らしのことに関して、我々の大学にも企業がよく技術相談に来る。彼ら
は、表面から見て上側がピカピカであればよいと間違った認識をしているようである。電気力線は下側
に集中しているので、下側の面荒らしが駄目なことを認識していない。基本的な講習会のようなことが
最近あまり行われていないのではないかという気がしており、単に計測技術を貸すだけではなく、講習
会のような取り組みが必要ではないか。

A ： 今後、そういうところにも取り組みたいと思う。
C ： 損失や表面荒さは、貼り付けているほうが問題になってくる。表面荒さがないような形で誘電体と金属

線路とを接合する技術を適用することは、テラヘルツになると非常に厳しくなるので、大事な領域であ
ると思う。
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5	 総合討論

ファシリテーター：岩本	敏（JST–CRDS）

総合討論では、招聘者（話題提供者、コメンテーター）に事前に依頼したアンケートの回答をまとめた結
果を簡単に説明した後、コメンテーターの意見・感想を含めて、システムの視点から取り組むべき研究開発
課題、研究開発の推進方法・体制、コミュニティ形成と人材育成に関して意見交換を行った。以下、事前ア
ンケートでの５つの質問に沿って、事前アンケート結果と総合討論での主要な指摘・コメントを示す。

①次世代通信技術（Beyond5G/6G以降）には無線通信と光通信の利用形態の融合が期待される。	
　これを促進するためにシステムの視点で重要になる要素技術の研究課題（短期、中長期）

（無線・電波と光の相互変換技術）
• 光と電波の相互変換の高効率化・低消費電力化の課題がある。光から電気、電気から光への変換のとこ

ろが二乗検波（振幅変調された信号をダイオードの非線形性を用いて復調するもの）になっており、パワー
を電流に変えていることから、高効率・高SN比と低消費電力化の両立は困難である。フォトンからエレ
クトロンに変換できる何か違う技術、違う原理のデバイスの研究開発が重要である。

（異種材料・機能の集積化技術）
• ビームフォーミングを含めたアンテナ技術、高効率光電変換等の技術、材料・機能の集積化の技術など

がこれからの次世代通信技術の基盤として取り組む必要がある。

図5–1　　　システムの視点で重要になる要素技術の研究開発課題
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• 異種接合という技術は、光デバイスだけでなく、材料も誘電体、金属など何にでも適用できるので、ど
のような利用があるのかも含めて検討する必要がある。

（時刻同期技術）
• 原子時計などを用いて時刻同期の必要性が指摘されているが、このような量子技術も含まれると、無線・

光融合基盤技術の領域は裾野が広くなる。
• 無線を使ったセンシングでは同時刻性が重要になる。ネットワークの各機器が持っている時刻がそろって

いないと、センシングは難しくなってくる。逆に、時刻がそろっていると、Wi–Fiの電波などを使っても人
の動をきちんと見ることができ、Wi–Fiのほうではそのような標準化も進められている。

• モーションセンサをつけなくてもモーションまで含めて検知できるように正確性を上げていくには、正確
なタイムベースを持つことが重要になる。例えばイオントラップを利用した原子時計であれば、それが量
子ビット（Q bit）につながるので、7G／8Gで量子ネットワークが出てくるのであれば、大変役に立つ
ことになる。

• 分野が異なるが、半導体LSIの回路で同期信号の安定性は消費電力に効いてくるので、同期の問題は極
めて重要である。

②我が国が注力すべき無線・光融合基盤技術（特にデバイスや材料の技術）の研究課題（短期、中長期）

（高周波デバイス・回路）
• 高出力・高効率な高周波電力増幅技術は、明らかに化合物半導体に分があるので、化合物半導体の高

周波化を図ることが重要である。ただし、量産性・再現性・コストが最大の課題になるので、このよう
な課題を解決していく必要がある。

図5–2　　　我が国が注力すべき無線・光融合基盤技術の研究開発課題
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（低損失の材料、評価技術）
• 周波数が上がっていくと、使える材料と使えない材料が大きく分かれていくので、その選定が非常に重要

になる。それぞれの企業で有望そうな材料を開発しているが、その特性を100GHz超まで把握した上で
開発を進めていく必要がある。

• テラヘルツ領域での導波路としては、損失を減らすために金属ではなくて誘電体に移る選択肢もある。低
損失で高屈折率な材料があれば、誘電体だけで導波路をつくることができるため、新たな高屈折材料創
出の研究開発は重要である。

③前述の①・②の研究開発の効率的な推進に向けて、無線技術、光技術、材料技術などの異分野の研究者
を連携させる仕組み・研究体制

（システムに繋がる仕組み）
• テラヘルツ領域の要素技術は様々出てきているが、通信応用に向けた有機的な連携ができてないことが

問題であり、これらを連携させていくことが重要である。
• 日本は光技術と無線技術ではまだ世界に負けないものを持っているが、これらがばらばらになってつな

がっていない。これらをつなぐことがとても大事である。
• テラヘルツ波やミリ波がシステムの中でどのように使われていくのかを理解し、チップを作っていくことが

重要である。システムのエミュレーションをやり、その中で技術の問題を洗い出すことが必要である。シ
ステムにどうつなぐかという観点で下位のレイヤー（ハードウェア）の物理上の特性を決めていく議論が
必要である。

• システムなど上位レイヤーの視点から性能要求を出していくことにより、別の分野で基礎研究をしている研
究者がその要求を聞くことでそこに注目し、新しいデバイスの原理や構造の研究が進むことが期待される。

図5–3　　　異分野の研究者を連携させる仕組み・研究体制
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• システム化するためには、システムを考える人たちが部品を使えるレベルになっていないといけない。以
前に行われたJSTの産学共創基礎基盤研究プログラムのように、研究開発・試作中の先進的な素子や装
置・システムを他の研究・開発グループ等に実際に使用してもらい、供試結果を研究者・開発者にフィー
ドバックするような仕組みが必要である。ショーケースのようなものを国がサポートする形で、産業界の
力を入れていくことも重要である。

• 日本にはよい部品や技術はあるが使えるところまでいかないので、利用側が活用できる様々な素子・デバ
イスが提供されるプラットフフォームを作り、コーディネータ的役割をもつ者（グループ）を配置し、カ
スタマーと開発側をつなぐような形を模索していく必要がある。

• 研究開発プロジェクトが終わったときにチップセットのようなものを何セットか作り、手を挙げた人が自
由に使えるような仕組みがあると、その技術を開発しただけで終わらずに技術がつながっていく。

• プロジェクトの成果をチップセットのような形で配れるようになるとよい。電子情報通信学会で、マイク
ロ波通信用のチップを配ってコンペをやらせている例もあり、配れるチップを作るとともに、イベント化し
て様々な人が入ってきて関係者が広がっていく仕掛けが必要である。

• 応用研究のプロジェクトの予算の10％程度を先端研究として大学へ研究委託し、それが次のプロジェク
トに繋がるようなよい循環が生まれる仕組みが必要である。

（研究体制）
• 基本的には大学でも人材が限られているので、全部に手が出せるわけではない。その意味では、使える

プロセスがあったとしてもすぐには使えない。そのため、共同研究的に同じ方向に向かって走ってくれて
装置・プロセスも持っているパートナーが、一緒になってつくっていくような体制が必要である。

• 日本の特徴として、化合物半導体のトランジスタ（HEMTなど）の研究からアンプの研究をやったり、
シリコンのMOSFETからアンプをやったりする人が多い。また１つの企業や大学にノウハウがそのまま
固定してしまっており、その人が辞めたらそこで終ってしまう問題がある。一方、ヨーロッパは材料系に
関係なく高周波の電力増幅技術の専門家がいる。またアメリカでは、論文も書いて技術に詳しいコンサ
ルタントのように個人がいて、各企業を回って高周波の設計に関与したりしている。海外のように、技術
をうまく分担するやり方が必要である。

（共用施設）
• NICTや産総研にリソースを投入して共用施設としてオープンにしていくことは必要である。一方、どこか

に使いに行くのはハードルが高いため、各大学に入っている装置のレベルの底上げをしていくことも必要
であり、これらのバランスが重要である。

• 100GHz超までの応答を評価できる環境や共用設備を日本全体で整えて、低損失の材料開発に注力でき
るようにすることが必要である。

• 実際にテラヘルツ用のデバイス・回路を動かしたときに、どう動いているかを計測する計測環境も必要で
ある。これらはトップを走っている技術集団にしか揃えられないが、日本はまだそのトップにいるので、
エミュレーション環境・計測環境をいち早く揃えて皆が使えるようにしていくことが必要である。

• 計測設備が共用で使えるような拠点は、立ち上げのときはよいが、その後の長期にわたる維持が問題に
なるので、例えば設備の更新やテクニシャン・オペレーターの費用なども含めて維持していくための仕組
み（企業からの投資、資金的に自活した運用など）をうまくつくっていく必要がある。

• 拠点管理の方法として、企業の60歳を超えたシニアに来てもらい、装置の管理とともに学生と一緒に研
究をやってもらうと、設備管理だけでなく学生の教育、シニアの意欲促進につながる。また、その人たち
がいなくなる前に、その技術の継承をきちんとすることも重要である。

• 予算的面では、装置の更新は基本的には補正予算狙いであり、10年に1回当たるといった宝くじのよう
な形になっており、これが大きな問題である。

• 最先端の通信デバイスを試してみたい側からすると、通信実験用のフィールドとトータルコーディネートし
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てくれる人が用意されて、自分の機器を持ち込んでつなぐだけでテストできるようになると開発が進む。

④アカデミアと産業界との連携の仕組み、コミュニティ形成、国際標準化活動、海外連携

（アカデミアと産業界との連携の仕組み）
• 企業が直面している今の問題点や様々なシステムを共有すれば現状の課題が可視化される。日本はその

製品を作っておらずユーザーの立場なので課題が可視化されていない問題はあるが、なるべく生の情報
を開示して判断しやすくして議論することが重要である。

• 企業も昔と違って体力がないので、ある程度完成された技術でないと受けてくれないが、大学で信頼性
試験など技術の完成度を高めることは難しい。そのギャップを埋めるためには、国などの公的資金を使っ
て両者をつなげる必要がある。

（コミュニティ形成、学会活動）
• 若い人にとって電子情報通信学会は魅力に映っておらず問題になっている。
• その業界が元気でなければ学会も活性化しないだろう。光や無線の技術は世界でも負けていないので、

シニアの人たちが頑張って産業界も含めて業界全体を活性化していけば、若い人にとっても学会および業
界も魅力的になると思う。

• 学会活動ということに関しては、様々な光デバイス、電子デバイスがつくられてきた黎明期を知っている
先生や研究者・技術者が今はリタイアしていっており、そこに危機感持っている。そのような人と学生が
コミュニケーションできるような場を用意しなければいけない。

• 学会での企業からの発表が少なくなってニーズの吸い上げがうまくできず、大学の研究と企業のニーズが
少し乖離してきたように感じており、大学に企業のニーズがうまく反映させる方法を検討する必要がある。

• このワークショップのような活動を学会がやってもよい。狭い国だからこそ応用物理学会や電子情報通信

図5–4　　　アカデミアと産業界との連携、コミュニティ形成、国際標準化活動、海外連携のやり方
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学会が学会連携をしながらこのようなコーディネートをすることで、新たな学会の価値をつくっていける
のではないか。

（国際連携）
• フィンランドのオウル大学はフィンランド１国ではなく欧州の中に広げて活動を展開しており、日本も国際

化の視点で例えばアジアで協力していく仕組みを考えていく必要がある。
• 国内のみならず一緒に開発する海外とも次世代通信技術の筋道やシナリオを共有していくことが重要であ

り、様々な場所で様々な人たちと様々な事柄を話し合うことが必要である。

⑤CRDSの仮説、人材育成などに関する意見

（CRDSの仮説：シナリオ・目標の明確化）
• ある程度大きなビジョンを１つ描いた上で、そのビジョンに向かっていく研究が必要であり、アカデミア

と企業を集めるシナリオ、ストーリーが重要である。そのようなプロジェクトフォーメーションができれば、
技術のベースはあるので、１つにまとまっていく。

• Beyond 5G/6Gの数値目標に関しては、様々な白書に同様なものが書かれており、ある程度は決まって
いるが、標準化団体の中ではまだ議論されていない。

• 現時点において次世代通信技術の筋道やシナリオの明確化という点ではまだできておらず、そこを幅広い
人たちの間で共有できることが重要である。

• テラヘルツ波の前にミリ波で頑張ることも大事である。ミリ波はモビリティ応用では使いづらく、デバイ
ス技術と併せてそれをアプリケーションから見て使いこなす技術など多層的に見なければいけない。この
ため、多くの人が集まる場を設定し、全体的に上から下まで見て価値をつくっていくことが重要である。

• 革新技術の軸と目標の軸は直交するようなところもあるが両方とも重要であり、広く見ていく必要がある。

図5–5　　　CRDSの仮説と人材育成についての意見
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• 日本が計測分野で頑張ってきたテラヘルツ技術は初めて通信という旗（フラッグ）を見つけ、以前の計測
分野の要求とはかなり違ってきている。材料からシステムまで様々なレイヤーの技術が必要であり、これ
らをどうつないでいくかが重要である。

（特許・知財）
• 大学を含めて公的な研究機関で出された成果を企業に移管して事業化していくときには、知財の問題を

明確にしておくことが必要である。
• 企業と共同研究して特許を共同出願した場合、経費は半分を大学が負担するが、相手方企業が実用化・

製品化したときには両方とも出願人のため使用料は取れないといった問題も生じるため、注意しておく必
要がある。

（人材育成）
• 次世代通信の研究開発にはダイバーシティが必要であり、多様な人材を巻き込んで取り組んでいかなけ

ればならない。
• 日本の研究室では学部の学生やマスターが主力だったりするが、例えばスタンフォードのラボでは全員が

PhDであり、日本でもPhDの学生を増やすためにはどうすればよいか、ファンディングやサポートも含
めて考える必要がある。

• 次世代通信の技術開発において誰かが音頭をとること（オーケストレーション）は重要であり、日本はそ
のような人が欠けているので、どこからか探すか育成が必要である。

• DARPAのプロジェクトマネジャーは国際会議に出て常に新しい技術や新しい提案を見ており、誰と誰を
結びつけるとよいかなど考えている。オーケストレーターになる人はこのような活動を通して通信システ
ムや技術をよく知っている必要がある。

（他の応用領域への展開）
• 電波は空中を飛んでいるので、情報を伝えるだけではなく、そこから空間の情報を得ることも可能であり、

サイバーフィジカルシステムの中での実世界を知るセンシングへの利用が期待される。
• テラヘルツの特長として絶対バンド幅の増大とアンテナの小型化があり、エネルギーハーベスティングで

エネルギーをキャパシタ―に蓄えておき、ウェイクアップレシーバで瞬時に電源オンにして高ビットレート
で計測データを送り、その後瞬時に電源オフになるといった小型・超低消費電力のIoTセンサへの利用
が考えられる。

• IoT機器への電力供給（無線給電）への利用が考えられる。腕時計型のデバイス等を装着して健康状態
をモニタリングすることが行われているが、今はスマホと腕時計型デバイスに毎日充電しなければならず、
データが取得できない期間が存在する。無線給電で終日充電できるようになると、大きなメリットとなる。

【総合討論のまとめ】
総合討論における様々な有益な情報や指摘・コメントがあり、以下に要点をまとめておく。無線・光融合

基盤技術に関する戦略提言に向けて、これまでにCRDSが検討してきた具体的な研究開発課題、研究開発の
推進方法などに関して、この総合討論の議論を反映する形で今後検討していく。

(1)システムの視点で重要になる要素技術の研究課題
• 新原理に基づく高効率・低消費電力の光電変換デバイス
• ビームフォーミングを含めたアンテナ技術、高効率光電変換等の技術、異種材料接合技術、材料・機能

の集積化技術
• ネットワーク機器の正確な時刻合わせのための原子時計などによる高精度時刻同期技術
(2)	デバイスや材料の研究課題
• 量産性・再現性・コストも含めて高出力・高効率な高周波用化合物半導体デバイス
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• テラヘルツ帯の材料特性評価技術、低損失の導電体材料・誘電体材料、誘電体導波路
(3)	異分野の研究者を連携させる仕組み・研究体制
• テラヘルツ領域の個々の要素技術をシステムでの利用に向けて繋いでいく仕組み
• 研究開発した先進的な素子や装置をコンペやイベントで他の研究・開発グループ等に実際に使用してもら

い、関係者を広げていく仕組み
• 国の研究機関をベースとした高周波計測装置、デバイス試作装置・設備の共用化と長期的に維持してい

くための仕組み作り、および各大学における個々の装置のレベルの底上げ
(4)	アカデミアと産業界との連携、コミュニティ形成、国際標準化活動、海外連携
• 学会などでの企業が直面している通信システムの様々な問題点・ニーズの産学での共有と、これらの課

題への連携した取り組み
• 国などの公的資金を使ったアカデミアと産業界の接続
• 次世代通信技術のシナリオの国内外のステークホルダーとの共有
(5)	CRDSの仮説、人材育成などに関する意見
• 大きなビジョンを描いた上で、アカデミアと企業を集めるシナリオ・ストーリー、およびそのビジョンを

実現する研究開発の実施が重要
• 次世代通信の研究開発には音頭をとる人（オーケストレーター）とともにダイバーシティが重要であり、

多様な人材を巻き込んだ取り組みが必要
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付録1	 開催趣旨・プログラム

開催趣旨
JST研究開発戦略センター（CRDS）では、科学技術に求められる社会的・経済的ニーズを踏まえて国と

して重点的に推進すべき研究領域や課題を俯瞰の視点から系統的に抽出し、そのファンディング戦略を明確
にするための活動を行っております。このような活動の一環として、これまでに技術分野の俯瞰を目的とした

「俯瞰ワークショップ」や、重要テーマの研究開発戦略を検討する「科学技術未来戦略ワークショップ」など
を開催して参りました。

本ワークショップ「次世代通信技術の高度化に向けた無線・光融合基盤技術」は、上記「科学技術未来戦
略ワークショップ」に位置付けられます。近年、高度なデジタル社会の実現に向け、フィジカル空間とサイバー
空間をつなぐ高速・大容量・低遅延・多接続・低消費電力・セキュアな次世代の通信技術が期待されています。
これまでの通話やメール、SNS、写真・動画送信、テレビ電話などといった個人の利用だけでなく、工場、農業、
サービスなどの産業での利用、災害時での接続確保など社会インフラ・基盤としての役割も重要になってきてい
ます。特に、IoTを活用した様々なサービスの提供が期待される分散コンピューティングやモバイルエッジコン
ピューティング（MEC）では、応用やサービスに適した様々な形態のネットワークの構築が重要になると考え
られます。クラウドとエッジの携帯端末とをつなぐ移動無線通信は近年の5Gに代表されるように高速・大容量
化が進み光通信との差が小さくなってきており、無線通信技術と光通信技術のそれぞれの特長・利点を活かし
たネットワーク構築に向けた技術開発やシステム設計が必要になると考えられます。このため、基地局のオープ
ン化の流れと共に様々な技術レイヤー、ステークホルダーを巻き込んでBeyond 5G/6Gに向けた研究開発が世
界的に活発になってきています。一方、これまで無線通信の高速・大容量化は数百MHz～数GHzの周波数を
用いて、主に通信方式の高度化や多重化により行われてきましたが、今後はさらなる周波数利用効率の向上に
向けた技術の創出とともに、ミリ波・テラヘルツ波（THz波）といった未踏の周波数領域を利用する技術開発
が不可欠になると考えられます。ミリ波・THz波はこれまでの無線（マイクロ波）と光の間の周波数領域であり、
高効率・低消費電力の発振・増幅・検出デバイス・回路、空気による減衰の影響を低減する指向性アンテナな
ど様々な技術的課題はありますが、これまでの無線と光、エレクトロニクスとフォトニクスの知見や技術をうまく
活用して新たな技術（無線・光融合基盤技術）を創出することも期待されます。本ワークショップは、無線・
光融合基盤技術に関わる科学技術の強化に有効な研究開発戦略策定の一環として開催するものです。

CRDSでは、有識者へのインタビューやセミナー開催、国内研究会・国際学会への参加などの調査活動を
通して、今後取り組むべき重要な研究開発課題や、それを実施する研究開発の体制・仕組みなどについて検
討し、無線・光融合基盤技術に関する仮説（骨子案）を作成しました。本ワークショップでは、このCRDS
の仮説を提示し、将来の社会像・応用からの次世代通信技術に対する要求と期待、技術展望とコンソーシア
ムの取組、挑戦的な無線・光融合基盤技術の研究開発について話題提供してもらいます。これらを基に、我
が国が取り組むべき研究領域や、効果的な研究体制、異分野連携・産学連携、人材育成などについて総合
討論で議論します。これらの議論を通して、無線・光融合基盤技術の研究開発の方向性を明らかにし、取り
組むべき科学技術とその推進方法、産学官連携の方策などの共通認識を得たいと考えております。

なお、本ワークショップは非公開とさせていただきますが、議論の内容は報告書として纏め、参加者及び関
連府省に配布後、CRDSのwebサイト上で一般公開させていただくと共に、今後の施策や提言書作成の参考
にさせていただきます。

付録
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プログラム

開催日時：2021年11月13日（土）9：30～17：00
開催会場：TKP市ヶ谷カンファレンスセンター　バンケットホール8B
およびオンライン（Zoom）会議

（敬称略）
9：30～ 9：35　開会挨拶　　　　　　　　　　　　　　　　　　曽根 純一（JST–CRDS）

　 9：35～ 9：55　ワークショップの開催趣旨と骨子案の説明　　　  馬場 寿夫（JST–CRDS）

　 9：55～11：10   （話題提供１）無線・光融合が拓く次世代通信技術に対する要求と期待
　 9：55～10：20　無線・光融合が拓く次世代通信技術への要求　　寳迫 巌　  （NICT）
　10：20～10：45　バーティカルサービス×次世代通信×日本 　　　森川 博之（東京大学）
　10：45～11：10　遠隔医療・手術ロボットからの次世代通信技術に対する期待　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　菅野 貴皓（リバーフィールド）
　11：20～12：10   （話題提供２）次世代通信の技術展望とコンソーシアムの取組
　11：20～11：45　6Gの進化の方向性　　   　　　須山 聡　  （NTTドコモ）
　11：45～12：10　Beyond5Gに向けた研究開発  　　　中尾 彰宏  （東京大学）

　13：00～15：15   （話題提供３）次世代通信技術に向けた挑戦的な無線・光融合基盤技術の研究開発
　13：00～13：25　THzシステムに向けたデバイス・回路技術 　　　永妻 忠夫（大阪大学）
　13：25～13：50　Massive MIMOの限界とブレークスルー技術　　本城 和彦（電気通信大学）
　13：50～14：15　THzメタサーフェス技術　   　　　真田 篤志（大阪大学
　14：25～14：50　無線・光融合に向けた異種材料集積光回路技術　西山 伸彦（東京工業大学）
　14：50～15：15　高周波材料特性評価技術   　　　加藤 悠人（産業技術総合研究所）

　15：25～16：55 総合討論   　　ファシリテーター：岩本 敏　  （JST–CRDS）
　　　１．我が国が長期的に注力すべき次世代通信基盤技術の研究領域
　　　２．次世代通信基盤技術の活用が期待できる他の技術領域や魅力的な応用
　　　３．次世代通信システムの視点も含め基盤技術を強化する研究開発体制
　　　４．技術や知見の融合による新たな学術領域の形成などを目的に、無線技術、光技術など
　　　　　異分野横断のコミュニティ形成方法
　　　５．その他（ニーズとシーズの融合や国際標準化活動に向けた産学官連携、海外連携、人材育成など）

　16：55～17：00　閉会挨拶　　　　　　　　　　　 　　　　　　  曽根 純一  （JST–CRDS）
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付録2	 参加者一覧

      （敬称略）

招聘者
（話題提供者）
・寳迫 巌　　情報通信研究機構 Beyond5G研究開発推進ユニット　ユニット長
・森川 博之　東京大学大学院 工学系研究科　教授
・菅野 貴皓　リバーフィールド　CTO
・須山 聡　　NTTドコモ　6G–IOWN推進部　担当課長
・中尾 彰宏　東京大学大学院 工学系研究科　教授
・永妻 忠夫　大阪大学大学院 基礎工学研究科　教授
・本城 和彦　電気通信大学 先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター　教授
・真田 篤志　大阪大学大学院 基礎工学研究科　教授
・西山 伸彦　東京工業大学工学院 電気電子系　教授
・加藤 悠人　産業技術総合研究所　計量標準総合センター　主任研究員
（コメンテータ）
・下西 英之　日本電気システムプラットフォーム研究所　主幹研究員、大阪大学大学院 情報科学研究科　特任教授
・藤島 実　　広島大学大学院 先進理工系科学研究科　教授
・田原 修一　光電子融合基盤技術研究所　専務理事

JST–CRDS	チームメンバー
・曽根 純一　ナノテクノロジー・材料ユニット　上席フェロー（チーム活動総括責任者）
・馬場 寿夫　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー（チームリーダー）
・岩本 敏　　特任フェロー、東京大学生産技術研究所　教授
・佐藤 勝昭　特任フェロー、東京農工大学　名誉教授
・林 喜宏　　特任フェロー、慶應義塾大学理工学部　訪問教授
・赤木 浩　　フェロー
・高島 洋典　フェロー
・的場 正憲　フェロー
・福井 章人　フェロー
・竹内 良昭　フェロー
・池田 健　   （戦略研究推進部　主任調査員）　
・勝又 康弘   （戦略研究推進部　主任調査員）
・新井 正伸   （研究プロジェクト推進部　主任調査員）
・大窪 宏明   （研究プロジェクト推進部　主任調査員）

JST–CRDS
・永野 智己　総括ユニットリーダー・JST研究監
・眞子 隆志　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー
・荒岡 礼　　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー
・沼澤 修平　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー
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・福井 弘行　　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー
・渡邉 孝信　　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー
・大山 みづほ　ナノテクノロジー・材料ユニット　フェロー
・伊藤 聡　　　ナノテクノロジー・材料ユニット　特任フェロー、計算科学振興財団 
　　　　　　　チーフコーディネーター
・八巻 徹也　　ナノテクノロジー・材料ユニット　特任フェロー、量子科学技術研究
　　　　　　　開発機構　高崎量子応用研究所　先端機能材料研究部 次長
・木村 康則　　システム・情報科学技術ユニット　上席フェロー

関係府省・機関等
・恒次 創　　　総務省国際戦略局技術政策課研究推進室　イノベーション推進官
・吉元 拓郎　　文部科学省研究開発局環境エネルギー課　課長補佐
・小菅 理　　　新エネルギー・産業技術総合開発機構　専門調査員
・橋本 順一　　新エネルギー・産業技術総合開発機構　主査
・中村 大輝　　新エネルギー・産業技術総合開発機構材料・ナノテクノロジー部職員
・新井 志穂　　新エネルギー・産業技術総合開発機構　研究員
・西村 長実　　新エネルギー・産業技術総合開発機構　主査
・青柳 昌宏　　産業技術総合研究所TIA推進センター　招聘研究員
・安田 哲二　　産業技術総合研究所　エレクトロニクス・製造領域長
・並木 周　　　産業技術総合研究所プラットフォームフォトニクス研究センター
　　　　　　　研究センター長
・内山 邦男　　産業技術総合研究所　招聘研究員
・森 雅彦　　　産業技術総合研究所エレクトロニクス・製造領域　研究戦略部長

JST
・舘澤 博子　　戦略研究推進部　調査役
・佐川 みすず　研究プロジェクト推進部　主任調査員
・小山 健一　　研究プロジェクト推進部　主任調査員
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総括責任者 曽根 純一 上席フェロー （ナノテクノロジー・材料ユニット）
リーダー 馬場 寿夫 フェロー （ナノテクノロジー・材料ユニット）
メンバー 岩本 敏 特任フェロー （ナノテクノロジー・材料ユニット）
 佐藤 勝昭 特任フェロー （ナノテクノロジー・材料ユニット）
 林 喜宏 特任フェロー （ナノテクノロジー・材料ユニット）
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